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平成２９年第４回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第５号） 

 

                             平成２９年９月７日（木曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ２３番 金子哲也議員 

      １．ＡＬＴ・中学生海外交流事業への国際交流協会の関りについて 

      ２．学校教育について 

      ３．那須塩原市内の美術館について 

    ４ 番 星野健二議員 

      １．がん教育の推進について 

      ２．教育支援について 

    １８番 髙久好一議員 

      １．太陽光発電施設の設置規制について 

      ２．国保の都道府県化について 

      ３．介護保険について 

    １４番 松田寛人議員 

      １．地方創生のための教育について 
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－256－ 

出席議員（２６名） 

１番 山 形 紀 弘 議員  ２番 中 里 康 寛 議員 

３番 田 村 正 宏 議員  ４番 星 野 健 二 議員 

５番 小 島 耕 一 議員  ６番 森 本 彰 伸 議員 

７番 齊 藤 誠 之 議員  ８番 星  宏 子 議員 

９番 佐 藤 一 則 議員  １０番 相 馬  剛 議員 

１１番 平 山  武 議員  １２番 大 野 恭 男 議員 

１３番 鈴 木 伸 彦 議員  １４番 松 田 寛 人 議員 

１５番 櫻 田 貴 久 議員  １６番 伊 藤 豊 美 議員 

１７番 眞 壁 俊 郎 議員  １８番 髙 久 好 一 議員 

１９番 相 馬 義 一 議員  ２０番 齋 藤 寿 一 議員 

２１番 君 島 一 郎 議員  ２２番 玉 野  宏 議員 

２３番 金 子 哲 也 議員  ２４番 吉 成 伸 一 議員 

２５番 山  本  は る ひ 議員  ２６番 中 村 芳 隆 議員 

 

欠席議員（なし） 

 

説明のために出席した者の職氏名 

市 長 君  島     寛 副 市 長 片  桐  計  幸 

教 育 長 大 宮 司  敏  夫 企 画 部 長 藤  田  輝  夫 

企画政策課長 小  泉  聖  一 総 務 部 長 伴  内  照  和 

総 務 課 長 田  代  宰  士 財 政 課 長 田  野     実 

生活環境部長 山  田     隆 環境管理課長 五 十 嵐  岳  夫 

保健福祉部長 塩  水  香 代 子 社会福祉課長 田  代  正  行 

子ども未来 
部 長 

藤  田  恵  子 
子育て支援 
課 長 

高  久  幸  代 

産業観光部長 藤  田  一  彦 農務畜産課長 久 留 生  利  美 

建 設 部 長 稲  見  一  美 都市計画課長 大  木     基 

上下水道部長 中  山  雅  彦 水 道 課 長 黄  木  伸  一 

教 育 部 長 稲  見  一  志 教育総務課長 冨  山  芳  男 

会計管理者 松  江  孝 一 郎 

選管・監査・ 
固定資産評価 
・公平委員会 
事 務 局 長 

佐  藤     章 

農業委員会 
事 務 局 長 

小  出  浩  美 
西 那 須 野 
支 所 長 

臼  井  一  之 



－257－ 

塩原支所長 宇 都 野     淳   

 

本会議に出席した事務局職員 

議会事務局長 石  塚  昌  章   議 事 課 長 増  田  健  造   

課長補佐兼 
議事調査係長 

福  田  博  昭   議事調査係 鎌  田  栄  治   

議事調査係 室  井  良  文   議事調査係 磯     昭  弘   

 



－258－ 

開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（君島一郎議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 金 子 哲 也 議員 

○議長（君島一郎議員） 初めに、23番、金子哲也

議員。 

○２３番（金子哲也議員） おはようございます。 

  議席23番、金子哲也です。 

  一般質問をいたします。 

  １番、ＡＬＴ・中学生海外交流事業への国際交

流協会のかかわりについてということで、2014年

から始まった外国語指導助手（ＡＬＴ）の全校配

置は、ネーティブによる英語教育として市の画期

的な大英断により誕生した施策であったかと考え

ます。この全校配置により児童生徒の国際的視野

を培い、さらに本市が国際色豊かな社会になるこ

とを望むことから伺います。 

  ⑴全校配置による学校における英語授業の進展

状況と生徒とＡＬＴの関係状況などをお伺いいた

します。 

  ⑵ＡＬＴの当市における滞在期間はどのくらい

になっていますか。 

  ⑶ＡＬＴの着任後の在住生活のフォローはどの

ようになされていますか。 

  ⑷ＡＬＴの勤務時間外でのコミュニケーション

づくり、イベントや近隣とのおつき合いなど市に

とって効果的な活動は行われていますか。 

  ⑸ＡＬＴと国際交流協会との交流機会の拡大に

ついて伺います。 

  ⑹中学生海外交流事業でリンツへの派遣やリン

ツから中学生受け入れについて国際交流協会と連

携をとる考えがあるかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私のほうから

１のＡＬＴ・中学生海外交流事業への国際交流協

会のかかわりについてのご質問に順次お答えさせ

ていただきたいと思います。 

  初めに、⑴の学校における英語授業の進展状況

と生徒とＡＬＴの関係状況についてお答えをいた

します。 

  英語の授業では、小中学校の全てのクラスにＡ

ＬＴがかかわりながら、那須塩原市小中一貫英語

教育カリキュラムによる９年間を見通した英語教

育を推進しております。特に小学校では、全ての

授業が担任とＡＬＴのティーム・ティーチングに

よる授業になっております。 

  昨年度末に行った意識調査におきまして、英語

が好きと答えた児童生徒の割合が全国平均を大き

く上回りました。また、約８割の児童生徒がＡＬ
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Ｔと話すことが好きと答えるなど本市の目指すコ

ミュニケーション力育成重視の英語教育が着実に

展開され、ＡＬＴとの関係も良好であるとこのよ

うに捉えております。 

  次に、⑵のＡＬＴの当市における滞在期間はど

のくらいになっているのかにつきましてお答えを

いたします。 

  ＡＬＴの中には転職や引っ越し等ＡＬＴ自身の

都合や家族からの要望で帰国しなければならない

などさまざまな理由により短期で退職する者がお

りますけれども、過去３年間に本市に勤務したＡ

ＬＴの勤務期間は、平均２年３カ月となっており

ます。 

  次に、⑶のＡＬＴの着任後の在住生活のフォロ

ーはどのようになされているかについてお答えを

いたします。 

  在住支援につきましては、雇用形態により原則

として派遣会社が行うこととなっておりまして、

派遣会社が雇用しております市内在住の現地スタ

ッフ９人が責任を持って24時間体制でＡＬＴの生

活を支援しております。また、学校教育課英語教

育推進室の職員もＡＬＴからのさまざまな相談に

適宜対応しているというような状況であります。 

  次に、⑷のＡＬＴの勤務時間外でのコミュニケ

ーションづくり、イベントや近隣とのおつき合い

等、市にとって効果的な活動は行われているかに

ついてお答えをいたします。 

  ＡＬＴは市で行われるイベントや地域行事等に

積極的に参加をしております。例えば本年度で４

回目となりますイングリッシュサマースクールで

は、今では900名以上の児童生徒が参加をする人

気の活動となっております。このほか幼稚園、保

育園、児童クラブ訪問やＡＬＴフェスティバル等

も開催しているところであります。また、塩原温

泉まつり、西那須野ふれあいまつり、那須塩原市

駅伝大会等へも自主的に参加をし、児童生徒はも

とより地域住民や市民と積極的に交流を深めてい

るというような状況であります。結果として、こ

れらの活動を通してＡＬＴ同士のコミュニケーシ

ョンも深まっているとこのように感じております。 

  次に、⑸のＡＬＴと国際交流協会との交流機会

の拡大についてお答えをいたします。 

  現在ＡＬＴと国際交流協会との交流の機会はあ

りませんが、ＡＬＴの活動の場を地域に広げるた

めにも今後どういう形で国際交流協会との交流を

拡大できるかにつきましては、派遣会社との契約

上の関係も考慮しながら検討してまいりたいと考

えております。 

  最後に、⑹の中学生海外交流事業でリンツへの

派遣やリンツからの中学生受け入れについて国際

交流協会と連携をとる考えがあるかについてお答

えをいたします。 

  中学生のリンツ市への派遣やオウホフ校生徒の

ホームステイ受け入れに関する活動内容につきま

しては、中学生海外交流事業実行委員会を組織し

てその中で詳細を決定しております。那須塩原市

とリンツ市との姉妹都市提携を期に、本事業をさ

らに発展させていきたいと考えておりますので、

国際交流協会からのご意見を参考に実行委員会に

おきまして活動内容の充実を図ってまいりたいと

このように考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 再質問いたします。 

  ＡＬＴが大勢で全小中学校に配置されて以来、

非常に順調にうまくいっているようにお伺いいた

しました。ＡＬＴの多くの先生が非常に明るく、

楽しく子どもたちに接している様子を前に学校参

観で見てきましたけれども、本当に一緒になって

子どもたちの気を引く授業をするので、子どもた
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ちにとっては大いに刺激になっているということ

で、これは大成功だなというふうに感じておりま

す。 

  その⑴番はそういうことで、⑵番のほうに移り

ますが、滞在期間がさまざまな理由でいろいろあ

るということですけれども、これ平均では２年３

カ月ということですけれども、１年でやめていっ

てしまうというような例はどのぐらいあるのでし

ょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） １年でやめている方もい

ないわけではありませんが、ほとんどございませ

ん、そういうケースは。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） わかりました。ただい

ろいろ我々のところにも相談とか悩みとかを持っ

てくる例がありまして、そういうところに日本に

非常になれてないというような人がいるわけです。

生活習慣の違うところへ来ているので、中には戸

惑う人もいるようです。 

  日本人は意外と外国人などに声をかけたり、挨

拶をしたりしないようなので、ＡＬＴの人によっ

ては孤独になりがちな人もいるようです。そんな

とき周りで何らかのフォローが必要に思われるケ

ースが時々見受けられます。学校外のフォローが

本当に人によってはもう少し手厚くする必要があ

るのかなということが考えられます。ちょっとし

た応援で楽しい生活が送れると思われるのですが、

その辺は気づくというか、考えていないのでしょ

うか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） いろいろご心配いただき

ましてありがとうございます。 

  まずＡＬＴたちですけれども、派遣会社のほう

から配置をされるわけですけれども、勤務する学

校が大きく西那須野地区、それから黒磯地区とい

うふうに大きなブロックになりますので、通勤の

便を考えまして、それぞれの地区にある程度複数

でアパートに入るというような配置をしておりま

すので、ＡＬＴが１人で孤独になってしまうとい

うようなケースはないのではないのかなというふ

うに思っております。 

  また、先ほどお答えいたしましたとおり、派遣

会社のほうで現地スタッフがおりますので、その

スタッフがいろいろ日常生活につきましてはお世

話をしているというようなこと、それから今年度

からはメンターといいまして、これまでＡＬＴの

経験を積んできた経験者が入っておりますので、

そういった方々もいろいろその日本での生活、あ

るいは仕事に関する部分につきましてもフォロー

するというような体制をとっておりますので、大

きな問題はないのではないのかなとこんなふうに

思っております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） そういう心配はないん

ではないかというようなあれですけれども、一部

でそういう声が聞こえてくるものですから、そん

なときに国際交流協会ではできるだけコミュニケ

ーションづくりとか、イベントを開催したりして

交流を行っていますし、個人的に相談にのったり

もしているわけなんですけれども、国際交流協会

ではそんなとき大いに役立とうという気持ちで皆

さん集まっているわけなんですけれども、なかな

か教育委員会との意思疎通ができなくて、連携が

とれていないのが現状です。もう少し連携がとれ

るようにできないかなと、何らかの窓口ができな

いかなということで考えているんですが、そうい

うことができないでしょうか。 
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○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） いろいろお考えいただけ

るのは大変ありがたく思っております。私どもと

いたしましても、先ほどお答えしましたおり、今

までのところ国際交流協会のほうと密な連携はと

れてないという現実はありますので、国際交流協

会のほうとの距離を縮めて、国際交流協会のほう

がいろいろ企画されている部分につきましても、

我々のほうも情報をしっかりと得るというような

ことは大切だろうと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） そんなことで、国際交

流のほうでは、例えば那須塩原市にＡＬＴが最初

に来たときに１泊でも２泊でもホームステイをし

たらどうだろうかとそんなことまでちょっといろ

いろ話し合ったりして、そういうことが必要なら

我々も協力するというようなことで、国際交流協

会のほうではいろいろ話し合っております。そう

いうことで、できるだけいい方向にＡＬＴの人た

ちともコミュニケーションがとれればいいなとい

うことを考えているわけなんです。 

  本当にＡＬＴの先生方がこのまちにおいて楽し

く過ごせるように、またまちにとっても学校外で

も周りの市民とできるだけよい国際交流ができる

ように気を配っていければいいなと思います。Ａ

ＬＴが本当に周りの市民と溶け込んで１年で帰っ

てしまうというようなことがないように国際交流

協会ともぜひ利用してもらいたいと思っておりま

す。 

  これで⑸を終わりまして、次に⑹です。中学生

海外交流事業についても、国際交流協会にもせめ

て出迎え、見送りなどをさせてもらえないかと、

少しでも国際交流に連携できないかというふうな

ことを考えているのですけれども、現在は国際交

流協会は、中学生海外交流事業に対して全く○○

○○○になっている状態なんです。それはわかっ

ているんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） いろいろ積極的にかかわ

りを持つことを考えていただけるということは、

大変うれしく思っております。特にリンツから来

た子どもたちですけれども、約１週間の滞在とい

うことでありまして、その中で学校への訪問、そ

れからホームステイの家族との交流、実は大変ス

ケジュール的にはタイトなスケジュールになって

いる部分もあるのかなと思います。ただ、出迎え

の機会というのは可能性として私はあるのではな

いのかなというふうに、ただお見送りなんですけ

れども、お見送り一度見ていただければと思うん

ですが、大変感動的です。だから送りのときに突

然ぽっと行くというのはちょっとつらい部分もあ

るのかなと正直思いますが、ホームステイの家族

との本当に感動的な部分がありますので、迎えで

大勢の那須塩原の人たちがウエルカムだというよ

うな場面というのはある程度考えられるかな、こ

んなふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 大体のところは了解し

ています。そういうことがあるということもわか

ってはいるんですけれども、別に見送りをすると

か何をするとかということではないんですけれど

も、何かしらせめて何日から何日までこういう子

どもたちが来て滞在しますよという報告なり連絡

なり、そういうものぐらいは来ているのも知らな

かったという状況ではちょっと国際交流をこれか

らどんどんやっていくというのではちょっと寂し

いなという感じがしますので、ぜひこれからもう

少しお互いに話し合う機会を持っていい方向に、



－262－ 

教育のほうに邪魔するようなことはぜひしたくな

いので、そういう中で話し合いの中でこれだけは

どうぞやってくださいとか、そういう方向が見つ

けられたらいいなということで、この１番は終わ

ります。 

  次に、２に入りますけれども、学校教育につい

てということで、⑴小学校からの英語教育と国語

教育について。 

  小学校からの英語教育は外国語の苦手な日本人

にとって早くから英語になれて親しめるようにな

り、英語感覚が身につきやすくなる大きなメリッ

トがあります。一方で、子ども時代に身につけな

ければならない日本語、深い歴史と伝統の中で培

ってきた世界に誇る日本語に影響がないか懸念さ

れます。当市だけでなくて、文部科学省も近く小

学３年生から英語の導入を考えているようです。

またそれに反対する意見も多いと聞いています。 

  当市の小学校における英語教育と国語教育の現

状をお聞かせください。 

  ⑵困っている人や弱い立場の人に声をかけ、手

を差し伸べる教育について。 

  日本人は全般的に困っている人がいても声をか

け、手を差し伸べる慣習が余りないといえるかも

しれません。日本人は比較的他人に声をかけるの

が苦手のようです。そんな中で、学校ではそれら

に関しての教育はいつどこでどのように行われて

いるのかお伺いいたします。 

  ⑶那須野が原ハーモニーホールにおけるパイプ

オルガンについて。 

  ことしも世界的なオルガニストのオリヴィエ・

ラトリーさんを初めオーケストラ金沢アンサンブ

ルによるパイプオルガン饗宴などたくさんのオル

ガンのコンサートが催され、パイプオルガンの存

在を遺憾なく発揮してくれていますが、学校教育

における子どものためのパイプオルガンの利用状

況はどのようになっていますか。また、今後につ

いてはどのように考えていますか、お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 続きまして、２の学校教

育につきましてご質問に順次お答えをしたいと思

います。 

  初めに、⑴の本市の小学校における英語教育の

実態と国語教育の現状についてお答えをいたしま

す。 

  本市では、国語教育を通じて論理的に考えたり、

自分の考えたことをわかりやすく表現したりする

力を育てるとともに、英語教育を通して日本人や

外国人を問わず積極的に人とコミュニケーション

を図ることのできる力を育てております。その方

策として、学び創造プロジェクトを推進する中で、

国語の授業改革と那須塩原市小中一貫英語教育カ

リキュラムによる９年間を見通した英語教育を推

進しているところであります。 

  市教育委員会では、母語としての国語教育の重

要性も十分に認識をしておりまして、特に小学校

低学年における指導を大切にしております。これ

からも国語か英語かという対立関係には捉えずに、

両者の相乗効果を期待した教育を展開していきた

いとこのように考えております。 

  次に、⑵の弱者等へ手を差し伸べる教育につい

てお答えをいたします。 

  本市におきましては、人づくり教育を柱に学校

教育活動を展開しておりますが、学校・家庭・地

域社会が連携し、児童生徒の発達の段階に応じた

豊かな心と感性の育成を図り、人としてよりよく

生きるための土台づくりを進めております。 

  その中で、弱者等へ手を差し伸べる教育につき

ましては、年間を通じて道徳教育の推進を中心に
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他者を思いやる心の育成に努めております。また、

人権教育を充実させる取り組みやともに生きる福

祉の心を育てる指導の充実も図っております。具

体的には、道徳の授業においては、思いやり、親

切という内容項目を取り上げたり、総合的な学習

の時間や特別活動におきまして、福祉施設などで

の福祉体験の場を設けたり、共生社会について考

えるテーマ学習を行ったりするなどさまざまな機

会を捉え、弱者等への温かな配慮、ボランティア

活動等の大切さに気づかせる授業を展開している

ところであります。 

  最後に、⑶の那須野が原ハーモニーホールにお

けるパイプオルガンについてのお答えをいたしま

す。 

  現在のところ本市の学校教育における子どもの

ためのパイプオルガン利用の実績はございません

が、ハーモニーホールにおいては、３歳から中学

生までは入場無料となるコンサート「第３日曜

日・家庭の日はパイプオルガンを聴こう」や市民

がパイプオルガンに触れることができる「パイプ

オルガンを弾いてみよう」などの事業を開催し、

鑑賞機会の拡充に努めているところでございます。 

  パイプオルガンの生演奏に触れることは、子ど

もたちの豊かな感受性を涵養するための有効な手

段の一つであると考えますが、学校教育における

活用につきましては、今後その場の提供方法や内

容など可能性を含めまして検討してまいりたいと

このように考えております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） それでは、再質問いた

します。 

  ⑴から前の質問にもあったようにＡＬＴ教育の

ほうは本当に予想どおりにうまくいっているとい

うふうに考えられます。ここで英語教育と国語教

育ということで出てきましたが、これはもう対立

ということでなくて、私もＡＬＴによる英語教育

を大賛成したほうなので、それはそれとして非常

にいいと思っているんですが、まず小学生につい

ては、何年生から英語を教えるようになっている

んでございましょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 本市におきましては、小

学校１年生から６年生まで全ての学年におきまし

て、時間数は異なりますけれども、英語教育とい

うよりもコミュニケーション力育成のための活動

というような形で行っております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 子どもたちに最初のっ

けから英語教育ということでなくて、そういった

コミュニケーションを通してのそういう慣れとい

うか、そういうところから多分始まっているんだ

ろうと思います。それは非常に私も大賛成をした

いと思います。 

  それに対して、国語についてはそれと並行して

どういうふうになりますでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 国語教育につきましては、

学習指導要領に示された内容にしっかりと教育課

程の中に位置づけて適切に実施をしております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 国語もそれこそ小学校

１年からずっとやはり同じようにやっていくんだ

と思いますけれども、最近は国語である日本語が

やたらと乱れているようにも思います。乱れてい

るというよりも言語に対する無関心とか、無感覚

さが乱しているんだという人もいます。時代によ

って言葉が変化するのはわかりますが、日本語の

基礎、基本がしっかりできていないところで変化
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したり、乱れていくのは本当にもったいないし、

悲しいことだと思います。本当に子どものころに

基本をしっかりと小学生、中学生時代に身につけ

る教育をぜひお願いしたいと思います。 

  ときに日本語の美しさを外国人から指摘される

こともあります。美しい国語を守ること、日本的

価値観を守ること、その日本語、国語を本当に子

ども時代にしっかりと学ぶことが日本人の基本と

なり、人づくりにも役立つと考えております。そ

れについてお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃりますこと

よく私もわかります。特に日本語の美しさ、その

心情をおもんぱかるすばらしい言語の一つであろ

うというふうに思っております。特に小学校にお

きましては、音読等を積極的に取り入れまして、

美しい日本語というものを体感する、そういった

機会も積極的に取り入れているところもございま

す。またもう一方で、言語ですので、コミュニケ

ーションツールとして相手にしっかりと自分の思

いや考えを正確に伝えるというようなこともとて

も大切でありますので、そういった意味では他の

日本人以外の人とのコミュニケーションを図るた

めに日本語以外の言語があるということもある一

定の年齢からはきちんと理解をするということも

同時に大切なことではないのかなというふうに思

っています。 

  特に日本の場合は、地理的に外国との交流とい

うのは一般的には積極的に行われにくい、行いに

くい地理的環境があるわけです。これに対して陸

続きの大陸にある国ですと日常的にほかの国の人

との接点があるわけでありますので、その場合に

は必要に応じて相手と意思疎通を図るための言語

というのはおのずと身につけなければならない、

そういうような環境になってくるのかなというふ

うに思います。 

  今後そういったことも見通しながら国としても

積極的に英語教育を進めていこうという多分意図

が私はあるんであろうと思いますし、そういった

こともこれからのグローバル社会の中では大切だ

と思います。ですので、それを踏まえた上で、や

はり母語としての日本語、国語教育、これは私も

本当に大切だと考えておりますので、校長会議等

を通じまして、特に小学校の校長先生には特に低

学年のうちの国語教育はしっかりやってください

と、それが土台となってコミュニケーション力、

あるいは日本語以外の言語に対する理解が深まっ

ていくとそんなふうに捉えております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） ちょっとよその国の話

なんですが、戦後韓国は民族固有の言語、ハング

ル語を前に押し出して昔から外来語というか、言

葉であった漢字を廃止してしまったんです。それ

によって自国の古典にアクセスする回路を断ち切

ってしまったんです。50年前に書かれたものが韓

国ではもう読めないという状態になっています。

韓国は本来かなり教養主義的な国だったはずなん

ですが、その伝統が本当に切れかけていると、言

語、国語がこんなにも国を転換させてしまうもの

なのかということを非常に感じております。 

  これは余りにも極端な例なんでけれども、本当

に国語、言語を大切にして、これだけは世界に向

けて日本の一番誇れるものとして支えていかなけ

ればならないのかなというふうに感じています。 

  英語教育を重視する余り、それも大切なんです

けれども、本来の日本語教育が少しでも妨げにな

らないように十分配慮をお願いしたいと思います。 

  先ほどもありましたヨーロッパ、例に出ました

ヨーロッパ、ＥＵでもバイリンガル教育、二国語
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同時教育ですね、その弊害が非常に問題になって

いるということも言われています。それも頭の隅

に置く必要があるのかなと思っております。 

  教育長がそれをよく理解しているのはもう十分

わかります。ただその現場の先生方にどう理解し

てもらって伝えていくか、それが非常に重要なこ

とと思われますが、それについてお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） おっしゃるとおり直接子

どもとかかわりを持つ向かい合うそれぞれの先生

方にも同じような認識を持っていただくことは大

変重要なことであろうと思っております。ですの

で、あらゆる機会を通して最初にお答え申し上げ

ましたとおり現在進めております学び創造プロジ

ェクト等で授業づくりをしっかりと進めておりま

すので、その中でさらに力を入れてまいりたいと、

あわせてこれから求められる力というのは思考力、

判断力、表現力という部分でありますので、その

表現力には当然言語が必要になってくるわけであ

りますので、そういった場面がこれからさらに多

くなってまいりますので、そういったところで豊

かな日本語がしっかりと使えるようなそんなふう

に育てていきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） それで一応この⑴は終

わります。⑵のほうに入ります。 

  平成28年度の教育要覧を見ますと、残念ながら

困っている人に手を差し伸べる教育についてはど

こにも見当たらないんです。人づくり教育を基本

方針に自己確立を目指しているということですが、

他人を思いやる指針がどうも見受けられない、こ

れについてどういうふうに考えますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 学校教育にはさまざまな

何々教育というのがついて回ります。困った人に

手を差し伸べる教育というのもこれも私もとても

大切だろうと思っています。これはまさに道徳教

育と同じで、学校教育全体の中で、あるいは学校

教育にとどまらず家庭教育、あるいは社会の中で

いろいろな人がかかわる中で子どもたちが学んで

いく、とても大切なことではないのかなと思って

います。ですので、これを単に学校教育の中に追

い込むというような考え方ではなくて、ぜひ私は

家庭の中でも、あるいは地域社会の中でもそうい

うことをまず大人がしっかりと見せる、そういう

こともぜひ大切にしていっていただきたい、その

中で子どもたちもそういったものを見てこうする

ことが大切なんだなということも学んでいくので

はないのかなと思っております。 

  なお、今年度実施をいたしました全国学力・学

習状況調査の中で、その学習状況調査の中での質

問要旨の中に人が困っているときには進んで助け

ますかという実は設問があります。これに対して

そうしていますよというような答えをした子ども

たちが実は約60％近くに上っています。ちなみに

全国平均は35％ぐらいです。ですので、本市の子

どもたちはそういう気持ちを持っている、たくさ

ん持っている子がいると、このことはぜひご理解

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） それはうれしいことで

すね。 

  フランスなんかでは小学校３年生のときに困っ

ている人に手を差し伸べるというようなそういう

教育を教えるそうです。アメリカでも学校の授業

の中で教えるんだということで、本当に日本では

まだ那須塩原市ではどうなんでしょうか、その辺

は。具体的に教えるということがあるのかどうか。 
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○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほど申しましたように

特に道徳の授業におきましては、特出しで内容項

目、道徳の一つの項目として授業で取り上げて子

どもたちにはこういったことが大切なんだよとい

うようなことを教え、そしてそれを学校教育活動

全般の中で折に触れて子どもたちにも繰り返し繰

り返し理解をさせ、そして実践をさせる、そうい

った取り組みはしているところであります。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） もともと日本人は知ら

ない人に声をかけるのは非常に苦手な人種だと思

われます。ヨーロッパへ行きますと、私のような

年配の人見るとさっと手が出て、乗り物では必ず

席を譲ってくれるんですね。切符を買おうとして

まごまごしているとさっと出てきて若い人が手伝

ってくれるんです。本当にそれはびっくりします。 

  私の娘が長年アメリカに留学して毎年１回日本

に帰ってきていたんですけれども、大きなトラン

クを持って帰ってくるんです。そして日本では空

港から電車に乗りかえて全部電車で家まで帰って

くる間に全部そのトランクを持って持ち歩いて帰

ってくるわけなんですけれども、アメリカへ行く

と、アメリカでは空港を降りたらもう自分のアパ

ートまで随分バスに乗ったり何したりしたりして

行くわけですけれども、自分でトランクを運ぶと

いうことは一切ないんだそうです。 

  もう日本人はそういうのを例えば手を出すとい

うことで、断れたら嫌だなとか、自分が席を譲る

のは恥ずかしいなとか、どう言葉をかけたらいい

かわからないとか、そういうことが先に頭によぎ

ってしまいがちなんです。目の前に困っている人

がいたらどのように言葉をかければよいか、どの

ように手助けをしてあげれるかというこういう問

題を学習で解決していくと、具体的に教えたり考

えたり、話し合ったりしていく、こういうことが

できればいいなというふうに考えています。また、

実際にそれを実践すると、どうなるのかという体

験的な学習をすることができないかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 実際に考えているだけで

もだめなわけでありまして、行動に移せるかどう

かというようなことがあろうと思います。残念な

ことながら最近知らない人に声かけられてもそう

簡単にかかわりを持たないように、安全面でそう

いったことも言わなければならない大変苦しい状

況にあるわけでありますが、つい最近私自身が経

験したことをちょっと話しますが、休日普通の服

装で、普通のおじさんの服装で横断歩道、押しボ

タン式の横断歩道で妻と一緒に待っていたんです

が、向こう側に中学生らしき女の子がいました。

多分私たちはボタンを押さずに車が通り過ぎるの

を待って渡ろうというふうに思っていたんですが、

その女の子はさっとボタンを押して、自分は渡ら

ないんです。さっとボタンを押して信号を赤にし

てどうぞというふうにやってくれた、そういった

ことが日常の中でさっと行えるそういった子が那

須塩原にいるわけでありますので、ぜひ議員もそ

のネガティブに考えずにポジティブに本市の子ど

もたちのよさというのをぜひ理解いただければあ

りがたいとこう思います。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 私も時々ボランティア

活動の中で、小学校に行って３年生、４年生ぐら

いの大概２クラスぐらいを対象に、例えばアイマ

スク体験とか、車椅子体験を時々手伝っているん

ですけれども、子どもたちは体の不自由な体験を

して本当にとっても驚いています。先ほども福祉
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体験というのがありましたけれども、多分それだ

と思いますけれども、自分自身の体験として目の

不自由な人や足の不自由な人がどんなに大変なこ

とかと身をもって感じてくれます。しかし、そう

いう方々に対して子どもたちが手を差し伸べると

いうことをするかと、それを学校で教えているか

というと、余り教えているような気がしないんで

す。なかなかそれは難しいのかもしれないんです

けれども、ぜひそういう方向でそれを教えるとい

うことも必要なんではないかと思うんですが、再

度お願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員がおっしゃることも

よく私もわかります。こういったものは改めてこ

うするものだというようなことももちろん大切だ

と思います。わからないことをまずはこういうこ

とが必要なんだよというようなことを教える機会

は必要だと思います。ただそれだけではなくて、

やはりふだんの日常生活の中でさりげなく気づく

というふうに仕向けていくということはとても大

切なことだと思います。そのためにもいろいろな

人と子どもたちがかかわる中でそれはぜひ学ばせ

たいなと、体験の中で学ばせたいなと思います。

ですので、学校にとどまらず、あるいは家庭など

何度も申し上げますけれども、地域社会の中で子

どもたちがいろいろな人とかかわる中でそれを身

につけていく、そういうような機会がふえていけ

ばいいのかなというふうに思っております。 

  繰り返しになりますが、もちろん学校でもしっ

かりそういった機会はつくっていくということは

前提でございます。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 教育長の言うことわか

ります。 

  先日やはりボランティアで目の不自由な人との

会合がありました。駅のホームから落ちたという

事件がありまして話題になって、それを目の不自

由な人10人ほどいたんですけれども、そこでこう

いうことが事件があったけれども、皆さんどうな

のかということで聞いたら、10人ほどの中で半分

以上の人が経験があるというんです。私はびっく

りしました。もしかしたら１人ぐらいはそういう

人いるのかなと思っていたところがもう半分以上

の人が落ちたことありますと、それは日本人がい

かに困っている人に声をかけたり手を差し伸べた

りをしていないかということが本当にうかがえる

のかなと、きのうの齊藤議員の道徳の質問もあり

ましたけれども、大人にこれからそれを教育する

のは非常に難しいんですけれども、子どもたちに

はしっかりと学校の授業の中で教える必要がある

のかなというふうに思います。 

  これは何度もなりますので、答弁はもう結構で

すけれども、やはりそういうことも必要かなとい

うふうに感じております。 

  次に移ります。 

  ⑶です。昨年１年間のハーモニーホールのコン

サート事業、コンサートについては59に上る事業

があったわけなんですけれども、そのうちパイプ

オルガンのコンサートは９つの事業になりました。

これはもう全体の15％以上になるんです。本当に

パイプオルガンがこのハーモニーホールでは大活

躍をしています。 

  パイプオルガンを設置する前から言っていたこ

となんですけれども、コンサートする以外に若い

子どもたち、子どもたちは若いんですけれども、

できれば市内全校生徒に小学生時代にそれこそ必

ず１回以上、中学生のときも１回以上静かに聞く、

音を堪能する時間をつくろうではありませんかと

いうことをずっと言ってきたんです。こんなにす
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ばらしいパイプオルガンがせっかくこのまちにあ

るんですから、子どもたちのために生かそうでは

ありませんか。そうでなくても今はパソコン、携

帯、そしてゲームに支配されがちな子どもの環境

の中で、静かにパイプオルガンを聞くことでどれ

だけ心の安定が得られるか、それは恐らく生涯に

わたって影響を与えると思われます。静かにもの

を考える時間、心を研ぎ澄ませる時間が子どもた

ちには必要になっていますが、非常にそれが重要

だというふうに考えますが、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） ハーモニーホールのパイ

プオルガンの件につきましては、何度も議員から

もご質問をいただいております。私自身も音楽が

好きな１人でありますので、できるだけ多くの機

会を捉えてオルガンの音色を楽しんでいる１人で

ありますが、確かに子どもたちに他に誇れる一つ

の施設でありますので、これに接する機会を設け

ることが大変意義のあることだというふうに私も

考えております。 

  ただもう一方で学校の教育課程を管理する中で、

そういった機会をどうつくっていくかというのは

一工夫しなければならないのではないのかなとい

うふうに考えているところであります。 

  またもう一つは、大勢の子どもたちを１カ所に

移動させるわけでありますので、移動の手段、あ

るいはハーモニーホールの場合には、当然使用料

がかかってまいります。そういった経費のものも

ろもろのこともあわせて考えて実行に移すために

はどういうような条件が整えることが必要なのか

ということは、さらに研究をしていきたいと考え

ております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 教育長のおっしゃるの

よくわかります。費用については、これだけの影

響力すごい教育になるについては、費用にはもう

問題ない、幾らもかからないというふうに感じる

わけなんですけれども、ぜひそういう機会をして

もらいたいと思います。 

  このたびいよいよ市長もリンツ市を訪問される

わけですけれども、市の一番中央にあるマルクト

広場、これが中心になるわけなんです。たくさん

のその周りにも教会があるわけなんです。その中

央広場からほんの50ｍほど横に入ったところに今

回市長が招待されるブルックナー音楽祭、その作

曲家のブルックナーがオルガニストをしていた教

会がすぐあるんです。それから、その近くにも大

聖堂があります。ぜひ今回向こうへいらしたらど

こかの教会でオルガン演奏を聞ければいいなと、

聞けないにしてもその鳴り響く雰囲気だけでもぜ

ひ味わってもらえたらいいなというふうに感じて

おります。言葉では説明できない精神性が伝わっ

てきますし、それが体の中にしみ込んで社会生活

の中でそれが生かされてくると思うんです。市長

にはいろいろ大役が待ち構えていると思いますが、

ぜひそういうヨーロッパのよさも感じてきていた

だきたいと思います。 

  こんなすごいパイプオルガンが那須塩原市にあ

るのですから、この奇跡に近いことを子どもたち

の中で生かして役立てようではありませんか。市

長にはぜひリンツからのそのような風を持ち帰っ

ていただければということで、市長、何か言うこ

とがありましたらよろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 来週14日から間近に迫ってま

いりましたが、先ほど金子議員からお話がありま

したブルックナー音楽祭への招待ということで、

今回行く形になっております。そのほかにも２つ
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の団体との協定の締結といった役割を今回をもっ

て訪問させていただく形になります。ぜひとも歴

史、文化そういったものに触れてまいりたいと考

えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） よろしくお願いします。 

  市の人づくり教育の中で、この教育要覧の中に

あるわけなんですけれども、自分を知る、自分を

探す、自分をつくるということで、人格の基盤づ

くりに力を入れています。よりよく生きるための

土台である豊かな心、豊かな感性の育成、道徳教

育の充実を盛んにうたっているわけなんです。日

本人の基盤となる日本語教育の重要性、他人に対

する思いやり、手を差し伸べる教育、そして静か

にものを考え、感性を磨く、情操教育、最近では

ついないがしろになりがちな大切なものを子ども

たちの未来のために見つめ直していこうではあり

ませんか。 

  ＯＥＣＤの中で日本人の知的好奇心が今最低の

ランクになっています。今それを覆して本当の知

的好奇心を蘇らせて取り戻していきたいと、そう

しなければならないと思っております。これでこ

の項を終わります。 

  次に、３番目、那須塩原市内の美術館について、

⑴市内には幾つかの民間美術館がありますが、そ

れらの美術館に対して市としてはどのようなかか

わりを持っていますか。また今後市民とともにど

のような協力や支援の関係が考えられますか。 

  ①九谷焼で有名な鶏声磯ヶ谷美術館について。 

  ②世界的な芸術家になりつつある菅木志雄氏の

作品を集めた板室温泉大黒屋の倉庫美術館につい

て。 

  ③これからつくられる美術館についてもどのよ

うな協力や支援が考えられますか。 

  ⑵市の博物館・美術館について。 

  ①当市には那須野が原博物館及び日新の館があ

るわけですが、博物館のほうは歴史科学・考古学

などに重点が置かれていて、美術館に関しては、

市民が親しむところまではなかなか届いていない

と思われます。今後博物館が美術の面に関してど

のように力を入れていく意欲があるかをお伺いい

たします。 

  ②今の博物館は博物館としての力は十分発揮し

ているが、美術に関しては二の次になっていると

言っても過言ではないと思われます。そこで、博

物館は博物館に特化して、美術館は県北にはまだ

公立美術館がなく、しかも県北は芸術文化におい

てはまだまだ低い位置にあることから、那須塩原

市に美術館を新規に建てることを考えてはいかが

でしょうか。これからどのくらいの年月がかかる

かはわかりませんが、この辺で本気になって新美

術館建設を考えることが必要かと思われます。こ

れらはアートを活用したまちづくりにもつながり、

文化・芸術のまちづくりや観光資源としても当市

の目玉の一つになっていくものと思われます。ま

ず将来に向けて美術館の必要性についての検討を

始めてもらいたいと思いますが、お伺いいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 木村哲也議員の那須塩原市内

の美術館についてのご質問にお答えをしてまいり

ます。 

  初めに、⑴の市内の美術館に対して市としてど

のようなかかわりを持っているかについてでござ

いますが、また今後市民とともにどのような協力

や支援の関係が考えられるかについて、①から③

について関係がございますので、一括してお答え
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をしてまいります。 

  現在のところ市として民間の美術館と直接的な

かかわりはございませんが、市民にとってすぐれ

た美術品を身近で見ることのできる貴重な場であ

ることから、本市の持つ芸術・文化資源としてＰ

Ｒを積極的にしてまいりたいと考えております。 

  次に、⑵の市の博物館・美術館についてお答え

をいたします。 

  まず①の今後博物館が美術の面に関してどのよ

うに力を入れていく意欲があるかについてでござ

いますけれども、那須野が原博物館では、高橋由

一や高久靄厓の作品など多くの美術資料を収蔵を

しておりますほか、平成27年には、本市出身の彫

刻家でございます三木俊治氏より現代美術作品の

寄贈を受けているところでございます。また、国

立近代美術館工芸館名品展を５回にわたり開催を

するなど美術の企画展も実施をしているところで

ございます。 

  今後も本市にゆかりのある作品の収蔵を継続を

していくとともに、市民の皆様にすぐれた芸術・

文化に触れる機会を提供する、これのための拠点

として今後も取り組んでいきたいと考えておりま

す。 

  次に、②の那須塩原市に美術館を新規に建てる

ことについてでございますが、博物館等の既存施

設の活用を現在のところは考えております。新た

に美術館を建設する計画は現在持っておりません。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５５分 

 

再開 午前１１時０５分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（君島一郎議員） 市長。 

○市長（君島 寛） 訂正をお願い申し上げたいと

思います。 

  冒頭金子哲也議員と申し上げるべきところを木

村哲也議員と申し上げました。大変申しわけござ

いません。訂正をお願いいたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の取り消し 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 私のほうでも先ほどの

発言の中で不適切な言葉があったようなので、訂

正させていただきます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○２３番（金子哲也議員） 再質問いたします。 

  鶏声磯ヶ谷美術館は、石川県金沢市の九谷焼の

名品を集めた九谷焼専門の美術館で、金沢へわざ

わざ見に行ってもなかなか見られないようなそう

いう焼き物がたくさん展示されています。ですか

ら、金沢へ行ってからこちらへ回ってくるという

人も少なくないようです。その中にはパリ万博出

品作だとか、ロンドンの万博に出品したものが戻

ってきてそしてそこへおさめられているというも

のがあります。九谷焼の赤絵の皿の大作が見事に

そろっています。そして板室の倉庫美術館につい

ては、現代美術家の菅木志雄氏の作品を所狭しと
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たくさん展示していまして、まさに倉庫美術館で

あります。菅氏の作品は最近はフランスのポンピ

ドゥー美術館でも買い上げになったそうで、新進

気鋭と言ってもよいこれからの現代の美術家だと

思います。 

  このようなすごい美術館が那須塩原市にあるこ

とは、これはもう本当にすごいことなのですが、

一般にはほとんど知られていません。このような

当市にある宝物を市民と一緒にもっともっと身近

に知って、そしてそれを盛り立てて、市の誇りに

しようではありませんか。お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 金子議員の再質問にお答えを

したいと思います。 

  市内に存在しております鶏声磯ヶ谷美術館でご

ざいますが、私も見学をさせていただいたことが

ございます。すばらしい焼き物が陳列をされてい

るということで、残念ながら開館日がはっきりし

ない部分がございまして、訪れても閉まっている

という状況がございます。その辺のところが若干

問題があるのかなというふうに思っておりますが、

先ほど私の答弁の中で申し上げましたとおり、市

内の美術館とのそういった連携を図りながら、こ

れからもＰＲそういったものには十分力を入れて

いきたいと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 磯ヶ谷美術館について

は、いっとき休館していたときがあったんですが、

今は週末土日がずっと開館になっております。ま

ずは議員もここに並ぶ職員もこれらを知ることか

ら始めようではありませんか。アートを活用した

まちづくりの第一歩ではないでしょうか。 

  推測ですが、ここにいらっしゃる半分以上の

方々がこの宝物の美術館や作品をご存じないので

はないかというふうにも考えられます。 

  この７月にリンツ市との国際友好交流というこ

とで、版画家のディーックマン氏を招いた版画美

術展が開かれました。その折、ディーックマン氏

を私に市内案内するようにということだったので、

その鶏声磯ヶ谷美術館と板室倉庫美術館も塩原や

なんかの案内と一緒に案内したわけなんですが、

そのとき、彼が本当にすごいものがあるというこ

とで感動されて、大変喜んでいただきました。本

当にこんなすばらしい宝物が目の前にあるんです

から、市民が楽しまないでどうするんだろうかと

いう思いです。これからでも、アートを活用した

まちづくりの一環として、ぜひ市民にもどんどん

知らせてもらって、それを進めていただきたいと

思います。 

  これらの美術館と時には連絡をとり合って、い

ろいろ、これからどういうふうにそれを持ってい

くかということも時には相談し合ったり、協力し

合ったりしていってもいいのではないかと思うの

ですが、お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 先ほども答弁申し上げました

が、幾つかやはり他市に誇れる、そういった施設

がたくさん那須塩原市にはございます。そういっ

たものとの連携を図るということはこれから大変

重要なことであろうと思っておりますし、今回の

９月の補正で私どものほうからお願いをしている

関係がございます。アートを活かしたまちづくり

戦略の策定費、事業費、こういったものを今お願

いをしているところでございますので、お認めを

いただきました中で、今回、そういったものを積

極的に進めてまいりたいと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） よろしくお願いします。 
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  ③に入ります。 

  先週、長野県の松本に行く機会がありまして、

松本市美術館に寄ってまいりました。文化勲章を

贈呈され、そして、水玉模様の作品で有名な草間

彌生さん、草間彌生画伯のコレクションで有名な

美術館ですが、そこでは山本二三のアニメーショ

ン美術展を開催していましたが、松本市美術館の

すばらしさを見せていただき、学芸員にも細かく

説明していただいて、松本市美術館を味わってき

ました。 

  また、続けざまに、先週、志絆の会の会派視察

で、豊田市の豊田市美術館も視察、鑑賞すること

ができました。そこでは奈良美智氏の大展覧会が

催されていまして、初期の作品から最近の大作ま

で何と100点も展示されていました。大展覧会で

した。今までの奈良美智氏の全貌を見ることがで

きるもので、今までテレビやパソコンで眺めてい

た絵とはまるで違っていて、本物のすごさに圧倒

されてしまいました。 

  奈良さんについては、今後、本市とも関係が深

くなりそうなので、市の執行部でもぜひ誰かこれ

を見に行ってほしいということで進言しようとし

ましたら、もう既に企画部と教育部で視察済みだ

ということで、本当にこんなうれしいことは久し

ぶりで、大喜びをしています。よくぞやってくれ

ました。 

  ということで、これからつくられる美術館につ

いても、我々市民の宝物となるように、市民とと

もに本当に誇りを持てるように、協力体制を組め

るよう考えていきたいんですが、それについてお

伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） 今、議員ご質問の美術館に

つきましては、これからつくられるということで

我々も承知しているところでございまして、先ほ

どお話がありましたように、関連する作品展を見

に行ったという事実もございます。 

  ただ、これは、つくられる方のさまざまな思い

やお考えがあるということでございますので、市

から一方的な発言とか情報発信というのは控えさ

せていただきたいなというふうに思うところでご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） ⑵に入ります。 

  那須野が原博物館は、博物部門については、外

部からも称賛される中身の濃い展示や、子どもた

ちのための活動を展開しています。しかし、美術

部門に関しては、館の性格上、美術の学芸員も少

なくて、ちょっと物足りないのが現状です。 

  ところで、今、学芸員は何人いるのでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 現在、学芸員は１名だと

記憶しております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 23番、金子哲也議員。 

○２３番（金子哲也議員） 大体そういうことで、

美術に関してはちょっと貧弱かなと。先ほどの松

本市美術館は、学芸員は７人でした。また、豊田

市美術館のほうも学芸員は７人で構成されて、先

日はその中の学芸員１人が全部の絵を案内してく

れまして、説明してくれました。やはり美術館は

学芸員がとても重要なのです。 

  この地域では、さくら市ミュージアムが本当に

大活躍をしていますが、たしか学芸員は５人だっ

たと思います。 

  また、大田原市では、美術館はないのですけれ

ども、街かど美術館とか、旧両郷中学校の廃校跡

を利用した芸術文化研究所をつくって、常時、美
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術家を常駐させています。先日は、フランスから

10人の美術家を招聘して、日本の美術家と合わせ

て15人で20日間、その芸術文化研究所で創作をし

ました。そして、その後、その創作したものをハ

ーモニーホールで展覧会を行いました。 

  また、芸術による地域おこしとして、地域おこ

し協力隊を２名採用して活動しています。とても

力を入れているようです。 

  第２次総合計画、この中にも芸術・文化環境を

充実させるということで書いてあります。物の豊

かさだけでなくて、心の豊かさや生きがいのある

充実した生活、潤いのある心豊かな暮らしを実現

するために、芸術文化の力が重要だと大きく述べ

られています。この辺で那須塩原市も腰を上げる

ときが来たのではないかと。 

  本当にこの那須塩原市には美術愛好家が物すご

いいるんですね。今、その美術の基盤、地盤がで

き上がってきていますね。日展を初め、東京の美

術展にもたくさんの人が入選しています。 

  県北には公設美術館がないんですね。それで、

県北に美術館をつくるときが来たのではないかと。

ある程度時間がかかってもいいと思いますが、例

えば県立美術館の分館を誘致するとか。那須塩原

市の市立美術館ができたら、それはもうなおさら

すばらしい。願わくは私の生きているうちに完成

できればもう最高だなというふうに考えています

ので、これは初めてその美術館ということは発言

したわけですけれども、これを機に、これから何

度かそれを市のほうへも訴えていきたいと思いま

す。 

  これで私の一般質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（君島一郎議員） 教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 先ほど私の答弁でちょっ

と誤りがありましたので、ご訂正をお願いしたい

と思います。 

  私、先ほど学芸員１名ということで申し上げま

したが、本年度採用が１名でございまして、過去

に２名おりますので、現在３名の学芸員がいると

いうことでございます。訂正をいたします。 

  そのうちで美術の学芸員が１名ということでご

ざいます。 

  以上です。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（君島一郎議員） 以上で、23番、金子哲也

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星 野 健 二 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、４番、星野健二議

員。 

○４番（星野健二議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号４番、公明クラブ、星野健二です。 

  通告に従いまして一般質問を行わさせていただ

きます。 

  １、がん教育の推進について。 

  がんは、一生のうちに日本人の２人に１人がか

かり、死亡原因の第１位を占める身近な病気です。

家族はもとより、子ども自身ががんに冒される可

能性も少なくありません。 

  がん対策をめぐっては、2016年12月にがん対策

基本法が改正され、学校教育や社会教育でがんに

関する教育の推進のために必要な施策を講ずるも

のとされました。第３期がん対策推進基本計画も
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策定される予定です。 

  そうした動きも受けて、欧米では当たり前のよ

うに行われているがん教育に対して、文部科学省

では平成26年度からがんの教育総合支援事業を実

施し、平成29年度以降、全国に展開することを目

指すこととしております。 

  今、実際にがんを発症した人は、私の周りでも

多く聞きます。がんの６割が生活習慣でなるとい

う統計結果もあります。しかし、早期発見で９割

が治る病気です。幼いころからがん教育を学校の

授業として受けることで、予防の基礎知識を身に

つけることとともに、検診を忘れず定期的に受け

ようとする大きな流れにつながることや、がん宣

告された後の行動も違ってくるものと確信します。 

  以上のことから、本市のがん検診とがん教育に

ついてお伺いをします。 

  ⑴本市のがん検診における過去３年間の受診率

の推移をお伺いします。 

  ⑵がん検診受診率向上のために、本市が行って

いる取り組みをお伺いします。 

  ⑶小中学校でのがん教育の現状をお伺いします。 

  ⑷文部科学省は来年度から、がんに対する正し

い知識と命の大切さの理解を深めるため、小中高

校でのがん教育を全国展開する方針であります。

本市の小中学校のがん教育の今後の取り組みにつ

いてお伺いをいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 星野健二議員のがん教育の推

進について、私から答弁を申し上げたいと思いま

す。 

  まず、１のがん教育の推進、この⑴でございま

すが、過去３年間における受診率の推移について

お答えをいたします。 

  本市では、６項目のがん検診を実施しておりま

す。それぞれの受診率につきましては、胃がん検

診は平成26年度27.8％、平成27年度27.1％、平成

28年度25.9％、肺がん検診は平成26年度38.7％、

平成27年度39.3％、平成28年度39％、大腸がん検

診は平成26年度40.3％、平成27年度41.1％、平成

28年度40.4％、子宮がん検診は平成26年度48.9％、

平成27年度47.3％、平成28年度46％、乳がん検診

は平成26年度50.6％、平成27年度50.9％、平成28

年度51.3％、前立腺がんは平成26年度41.9％、平

成27年度43％、平成28年度が43.2％でございます。 

  次に、⑵のがん検診受診率向上のための本市の

取り組みについてお答えをいたします。 

  がん検診は、がんの早期発見と早期治療への有

効な手段でありますので、その受診率向上のため

には、現在３つの取り組みを実施しております。 

  まず１つ目は、受診機会の拡充でございます。

具体的には、集団検診を４月から11月までの期間

で、医療機関検診を通年で実施しております。特

に集団検診におきましては、受診日を平日だけで

はなく、日曜日にも実施していることや、女性の

みの受診日を設けるなど、受診しやすさにも配慮

をしているところでございます。 

  さらに、会場につきましても、利便性を考慮し、

黒磯及び西那須野保健センター以外にも、公設公

民館で受診できるよう配慮をしているところであ

ります。 

  ２つ目は、がん検診無料クーポン券の送付でご

ざいます。具体的には、国の補助事業を積極的に

導入し、各種がん検診に活用しております。 

  ３つ目は、未受診者対策の実施でございます。

具体的には、がん検診の未受診者に対して、特定

健診の受診時にもがん検診を受診できる旨の通知

を行っているところでございます。 
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  そのほかについては、また別な形でお答えをさ

せていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、がん教育の推

進についての⑶、それから⑷につきまして、私の

ほうからお答えをさせていただきたいと思います。 

  ⑶の小中学校でのがん教育の現状についてお答

えをいたします。 

  小中学校でのがん教育につきましては、健康教

育の一環として、保健体育科を中心に実施いたし

ております。例えば、小学校の５・６年生の体育

科や中学校の保健体育科におきまして、健康な生

活と疾病の予防といった内容で、喫煙を長期間続

けると肺がん等の病気にかかりやすくなることな

どを指導しております。 

  また、主ながんの基礎知識につきまして、がん

研究振興財団が作成したパンフレットを中学２年

生全員に配付し、がんに対する正しい知識とがん

予防の啓発を行っております。 

  次に、⑷の本市の小中学校のがん教育の今後の

取り組みについてお答えをいたします。 

  がん教育の目的は、がんを特別に扱うことでは

なく、がんを扱うことを通じて、他のさまざまな

疾病の予防や望ましい生活習慣の確立等も含めた

健康教育そのものの充実を図ることとされており

ます。 

  望ましい生活習慣の確立は、これまで行われて

きた教育の内容にも通じるものであり、今後も健

康教育の一環として、保健体育科を中心に、関係

機関と連携しながら、学校の実情や児童生徒の発

達の段階に応じた指導を推進してまいりたいと、

このように考えております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  関連をしておりますので、⑴⑵をあわせて再質

問させていただきます。 

  初めに、がん検診無料クーポン券でございます

が、これは、他党に先駆けてがん対策に取り組ん

できた公明党は、子宮頸がん予防に関しても早く

から着目し、検診無料クーポン券の配付を迅速に

実現してきました。 

  2009年度より、子宮頸がん検診と乳がん検診の

無料クーポン券が、各自治体から一定年齢の女性

を対象に配付されています。そこで、本市のがん

検診無料クーポン券はどのような効果があったの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 無料クーポン券の

効果ということなんですけれども、私どものほう

では、まず子宮頸がんのほうは対象年齢が20歳以

上、それから乳がん検診のほうが40歳以上となっ

ておりまして、クーポン券を送らせていただいて

いるのが、その初めの年である子宮頸がんが20歳、

それから乳がんのほうが40歳の方に送らせていた

だいております。 

  ただ、こちら送らせていただいているのが、住

民基本台帳法上の対象年齢の方に送付をさせてい

ただいておりますので、実際には受診率のほうは

ちょっと低いんですけれども、利用率というんで

すか、こちらはちょっと低いんですが、実際、勤

めている方なんかは、その方にもお送りする形に

なりますので、勤務先で受けていれば、当然、市

のほうの検診は受けないという影響が出ているの

かなと思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ただいまクーポン券の利

用数が少ないということでございますので、その



－276－ 

がん検診無料クーポン券の利用率はどのようにな

っているかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 28年度の実績でお

答えさせていただきます。 

  まず、子宮頸がん検診のほうは7.9％、それで

乳がん検診のクーポン券のほうは13.8％となって

ございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 大変に低い数字でびっく

りしたわけですが、この低い原因の対策について、

何か必要なことを講じたのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 市長の答弁のほう

で申し上げたように、始まったのはちょっと前か

と思うんですけれども、女性だけの検診日を設け

たりとか、そういった形で工夫を凝らしていると

ころですが、やはり先ほどの答弁でも申しました

ように、実際、住民基本台帳法の年齢の方にお送

りしているので、当然この世代の方たちは就労し

ている方が多いかと思います。そんなところで、

実数はつかんでおりませんけれども、職場のほう

で受けているということの結果ではないかなと思

ってございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、本市の受診機

会の拡充や無料クーポン券の送付で受診率増加の

努力をされているところでございますが、先ほど

市長の答弁の中で、乳がん、前立腺がんを除くが

ん検診の受診率が下がっている原因はどう思われ

るかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 私も、数字だけを

見ますと、やはり低いなと思ったところなんです

けれども、実際なぜかな。まずは、国のほうがや

はり目標値というのを定めておりまして、議員の

ご質問の中にもあったように、計画ですね、がん

対策推進基本計画、おおむね６年ごとにつくると

いうことで、その中で、最初の策定の年の平成19

年のときから、５年先で50％達成というのを目標

値に掲げておりまして、それがなかなか全国的に

も達成できないので、その次の平成24年度でした

っけ、その次の年のときにも同じ目標値となって

いる結果でございます。 

  それで、実際、そういう50％というのは挙げて

いるんですけれども、よく見ますと、当分の間は

乳がんと子宮頸がんを除くと40％の目標値でやっ

ていきましょうというふうに国のほうも判断して

ございまして、そういうことから考えると、それ

でもやっぱり低い。うちのほうの低下傾向のとこ

ろを見たり、実際の実績を見ますと、低いところ

があります。 

  その原因というところなんですけれども、まず

は、逆に何ですか、うちのほう、検診率を上げる

ということはもちろんなんですけれども、やはり

早期発見・早期治療につなげたいという思いから、

例えば胃がんについては、胃がんリスク検診とい

うものを平成26年度から導入をさせていただきま

した。 

  また、子宮頸がんにつきましては、平成25年度

から細胞診検診に加えてＨＰＶ、ヒトパピローマ

ウイルス、その検診も導入したという経緯がござ

いまして、例えば子宮頸がん検診の場合だと、一

度どちらも、細胞診と、それからＨＰＶのほうが

マイナスで出た場合には毎年受ける必要はなく、

医師会さんとも協議の上、２年置いて、その次に

受ければいいですよというところから、そういっ
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たことで市の検診を受けない方というのももちろ

ん出てきますし、あとは、胃がんのほうにつきま

しては、やはり、何というんですかね、何かリス

クがあると、今度は医療機関のほうで内視鏡検査

であったりとか、そういうところにつながってい

きますので、市の検診は受けなくなるというとこ

ろが推測できる要因なのかなと思ってございます。 

  あと、ほかのがん検診はどうなんだというとこ

ろで、国のほうの分析とか、全国的にもその傾向

がありますので、国のほうで何か分析していない

かなと思ってちょっと調べさせてもらったところ、

昨年の11月に国の内閣府のほうで調査をしたんで

すね。何で受けないのというところで、何回か受

けたことがある人と全く受けたことのない人につ

いて調査をかけたところ、面接調査だったらしい

んですけれども、その中では、想像できるのは、

時間がないよというところが３割程度ですね。そ

のほかに、健康に自信があって必要性を感じない

と、そういう方も約３割いらっしゃるというとこ

ろで、そんなところも全体的に低いという、低下

傾向のほうにも影響しているのかなと思っている

ところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 確かに、若いときは自分

もそうだったんですけれども、健康なときは病気

ということは余り考えなかったんですけれども、

病気、災害というのはいつ起こるかわからないも

のですから、本当に検診をしていただいて、そし

て早目早目に治療なり検査をしていただきたいな

と思います。 

  先ほど保健福祉部長のほうから、がん対策推進

基本計画ということで、これ政府を挙げて50％に。

先ほど、私もちょっと知らなかったんですが、

40％でいいということでありますけれども、政府

としては50％に引き上げる目標を掲げております。 

  この50％を達成している県内の自治体はあるん

でしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 直近のデータが平

成27年度になってしまうんですけれども、がんの

種類ごとになるんですが、50％を超えたという県

内の市町では、子宮頸がんで市貝町が50％超え、

それから乳がん検診が、益子町、日光市、市貝町、

大田原市、上三川町というところになってござい

ます。 

  ただ、本市もちょっと惜しいというところで、

乳がんについては、平成27年度のときは49.9％で

した。そのほかに、ほかのがんなんかも結構いい

線をいっておりますので、まだ50には達していな

いんですけれども、今努力している結果が出てい

るのかなと思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 残念で惜しい、0.1％と

いうことで、ぜひ本市ものるように頑張っていた

だきたいと思います。 

  そこで、その50％を超えている市町村において

どのような取り組みを行って、やはりこの50％を

超えるということは本当に簡単ではないと思いま

すけれども、どのような取り組みをしているのか

というところがもしわかれば教えていただけます

か。お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 担当所管課のほう

にちょっと確認したところ、健康増進関係の県内

の市とか、いろいろ会議がございます。その中で

出ているところからの聞いているところでは、や
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はりうちのほうもやっているように、未受診者に

対する勧奨通知の発送とか、またあと、あらゆる

機会を捉えて呼びかけていくというところのお話

が出ているということなんですけれども、詳細に

ついてこちらから改めて確認するということもな

かったので、今後、他市町のパーセンテージが多

いところの状況とかを確認しながら研究できれば

いいなと思っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ぜひ参考にしていただき

まして、もう少しというところでございますので、

頑張っていただきたいなとは思います。 

  それで、がん検診受診向上の取り組みというこ

とですけれども、先ほど、集団検診として行われ

ている公民館では、地域によって受診率の差があ

るのか、また、検診日が平日と日曜日とでは差が

あるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 地域差、それから

平日と日曜日の差ですね、こちらのほうですが、

うちのほうでも地域差については改めて集計とい

うか、ちょっと分析のほうとかしてございません

ので、とにかく地域の公民館でも、全然エリアに

関係なく受けられますので、そういった分析のほ

うはしておりませんので、ちょっと数字のほうは

持ってございませんので、ご了承いただきたいと

思います。 

  それから、あと平日と日曜の関係なんですけれ

ども、例えば今年度なんかも、昨年度のほうがい

いかな、昨年度実績がありますので、昨年度、全

体で検診日というのは112日設けておりまして、

その中、14日が日曜日に行っております。 

  それで、全体的に見ますと、１回当たり、定員

のほうは160人とかと、そうやって制限はさせて

もらっているんですけれども、平均値を出します

と、全体では154.8人、１回当たりですね、平均

が出ているんですけれども、日曜日については、

回数は少ないんですけれども、189人ということ

で、若干やはり日曜日のほうが利用率が高いとい

うことが結果的に、母数が全然違いますので何と

も言えないんですけれども、そんなところの結果

は出ております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 確かに今、若い世代につ

いては、共働きということで大変お忙しいところ

だと思うんですね。なかなか平日に検診を受ける

というのが難しい方も確かにおられると思います。 

  先ほど、日曜日につきましては180人というこ

とで、やはり多いんですけれども、この日曜日の

検診について、今後、本市ではふやしていく計画

はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） うちのほうの検診、

集団検診のほうは、関係の業者さんに委託で行っ

ているところでございます。そんな関係もありま

して、効果が若干出るということは数字であらわ

れているんですけれども、すぐにやるというふう

に考えるのはやはりちょっと、検討しなきゃなら

ない部分もありますので、研究、検討していきた

いというところでご了解いただければと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  検診については、我が市においては本県では大

体真ん中ぐらいということで、頑張っていらっし

ゃるし、今現在では３個の検診の対策ということ
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で頑張っておりますので、今後ともいろいろと、

いろんな各市町村のいいところを引き抜きながら、

そして、がん検診向上のために頑張っていただき

たいなと思います。 

  続きまして、⑶番と⑷番に関して、関連してお

りますので、あわせて質問をさせていただきます。 

  がん教育授業を実施する上での考慮した点をお

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほどお答えさせていた

だきましたとおり、学校におきましては、生活習

慣病の一つというような形の中で取り扱ってきて

いるわけでございます。 

  また、時数につきましても、小学校ですと大体

年間で16時間ぐらい、それから中学校でも同程度

の時間がそれに当てられているわけでありますの

で、特定の時間だけでの指導というわけではなく、

さまざまな機会を捉えて、この生活習慣病、健康

を維持するためにどういうことが大切なのかとい

った中に、当然のことながら、このがんという疾

病も入ってまいりますので、そういったものの中

で、日々の生活の中に意識をしていくというよう

なこと、こういったことは恐らく各学校におきま

しても工夫されているのかなと思います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それぞれの小中学校でが

ん教育を行っているわけでありますけれども、本

市において、がん教育の授業を受けた児童生徒は

どのような感想を持っているのか、よろしくお願

いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 詳細の情報は残念ながら

持ち合わせておりませんけれども、いずれにしま

しても、先ほど申しましたように、健康教育の中、

それから生活習慣病予防という中で、多くの子た

ちが、健康を維持するためには注意することがた

くさんあるなと、そんなふうなことはこの学習を

通して気づいてくれたものと、こういうふうに思

っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 私もこの考えるときに、

自分の小学校時代は、決してがんなんていう言葉

は口にもしなかったし、本当に考えてもいなかっ

たんですが、だんだん年をとってくると、だんだ

ん健康というものを本当に意識をするようになり

まして、友人が集まると、今では健康の話がほぼ

７割ぐらいは占めるようになっているのかなと思

います。 

  そんな中で、がん教育を行っていくときに、当

然のことながら、家庭の中にがんにかかっている

というか、がんを治療している人や、または家族

の中で、がんで亡くしたという児童生徒さんもお

られるとは思います。そういう生徒さんに対して

どのような配慮をされたのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほど健康教育という観

点からの答えだけでありましたけれども、議員お

っしゃるとおり、このがん教育の部分については

もう一つの側面がございまして、身近にそういっ

た方がいるということを前提にしたときに、どう

いうふうにそういった方と接していくかというこ

とも大変重要な課題というふうになっていること

は強く認識をしているところでございます。 

  当然のことながら、非常に身近な問題となって

おります。ですので、そういった人とどうかかわ

っていくかという部分、あるいはそういった経験

をされている方とのかかわり合いについては、あ
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る意味、人権教育にもかかわる部分でもございま

すので、そういった部分につきましても学校全体

の教育の中で配慮をするというような形で、各学

校におきまして取り扱っているところでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 例えば、本市のがん教育

の授業を行う教員は、このがん教育を行うに当た

って、どのような講習などを受けたのかお伺いし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先生方についてでござい

ますけれども、実は、議員もおっしゃったとおり、

がんの教育総合支援事業というのを国が先駆けて、

先行研究をしてきておりまして、今年度から全国

展開をするわけでございます。 

  昨年度、平成28年度、年度初めに、がん教育推

進のための教材、あるいは外部講師を招いての授

業のあり方のガイドライン、こういったもの、あ

るいは県からもたくさんの資料が届いております。

そういったものを用いまして、各学校におきまし

て、校内における研修を充実させているというよ

うな段階でございます。 

  今後、先ほど申しましたように、今年度以降、

全国展開でございますので、国からのより具体的

な指針等が示されてきたりするわけであります。

あわせて、学習指導要領の改訂等の時期も重なっ

てきておりますので、今後しっかりと将来を見据

えた指導計画を作成するというような作業にこれ

から入ってくるところだというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 確かに本年度から国は本

腰を入れて、そして、がん教育について取り組ん

でいるということで、本市についても、しっかり

ガイドラインを持ちながら、そして、がん教育に

取り組んでいくということでございます。 

  参考までなんですが、このがん教育を実施する

に当たっては、がんという専門性の高さを鑑みて、

がんの専門家の確保が大変重要になると思います。

市内または近隣に大きな病院があり、がん専門の

医者もおりますが、がん教育授業にそれら専門医

等、外部講師等を招くような授業を行ったことは

あるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃるとおり、

専門的な方からの話を聞くというのは大変意義の

ある、意味のあることだというふうに考えており

ます。しかしながら、外部機関との連携をどう進

めていくかという部分について、現在、さまざま

なあり方を検討している段階でございますので、

私の知る限りでは、病院等の専門医等から直接の

話を聞く機会というのは、まだ本市においてはな

いものと思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、今後、この専

門の外部の講師を呼んで、そして、がん教育を行

っていくという考えはあるのでしょうか、お伺い

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃるとおり、

これはとても大切なことだというふうに思ってお

りますので、がんに限らず、専門的な方々に学校

に外部講師として入っていただいて、ぜひ授業の

中で活用させていただきたいというふうに考えて

おります。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、大変よろしく
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お願いをいたします。 

  がん教育の先進的な取り組みをしている教育委

員会によりますと、教員用の指導の手引や、特に

教材のＣＤなどを作成して、電子黒板などを利用

した、わかりやすい授業を行っているということ

でございます。 

  学ぶテーマとしては、みんなでがんのことをも

っと知ろうということであり、がんって何とか、

どんな病気、何が原因、手術が必要な病気、予防

はないのかなど具体的な項目について、学びを通

じて生命の大切さを教えることをしているという

ことも書いてありました。 

  本市におかれましては、中学校２年生全員にが

ん研究振興財団のパンフレットを配付されました

けれども、その後に何らかの取り組みは行ったの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） さまざまな情報を子ども

たちに提供するということは大変意義のあること

だというふうに考えております。ただ、もう一方

で、もう一つ大切なことは、やっぱりがんがなぜ

できるのか、疾病として起こるのかというような

こと、これも予防という点でとても大切なことで

はないかなと考えております。 

  そういった意味で、先ほどお話し申しましたと

おり、保健体育科の中で、健康教育という中で、

例えば喫煙であったり、過度のアルコールの摂取

であったり、それから生活のリズム、規則正しい

生活であるとか、そういったことをあわせて子ど

もたちにはしっかりと学んでもらうということも、

がんの予防、生活習慣病の予防イコールがん教育

の部分にもつながっていくのだろうと思いますの

で、総合的にこれらについては取り扱って、さら

に子どもたちにしっかりとした考え方を学んでも

らいたいと、こう思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） どうぞよろしくお願いを

いたします。 

  がん教育は健康教育であり、また、健康教育の

充実を図ることですが、現在、本市でどのような

健康教育が行われているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現在、本市におきまして

は、議員ご承知のとおり、小中一貫教育というよ

うなことで進めておりまして、中学校区を単位と

して学校保健委員会というものが多くの地域で開

催をされております。つまり、学校だけでなく、

保護者も、あるいは地域の方も交えて、その学区

において健康教育を進めていく上での問題や課題、

あるいは成果等を共有するという、そういった機

会がございますので、そういったことをさらに広

く進めていって、学校だけにとどまらず、家庭、

そして地域ともに、みんなで健康教育を進める、

あるいは生活習慣病を予防する、そういった機運

が高まっていけるように働きかけをさらに進めて

まいりたいと、このように思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） では、よろしくお願いし

ます。 

  参考までですけれども、東京大学医学部附属病

院の准教授の中川さんの「がん教育の実践につい

て」ということで、このような統計があったので、

ちょっとご紹介をさせていただきたいなと思いま

す。 

  青森、秋田、山口、愛媛などの10校、約1,100

人を対象に、中学生にがん教育を行った結果、ま

ず初めに、生活習慣が原因の一つと考えられる病

気は、最初は31％、受講後は86％まで上昇し、ま
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た、６カ月後には65％と、かなりの割合で認識を

されていたと。 

  予防ができる病気かということに関しては、受

講前は23％から、受講後には84％まで上がり、６

カ月後にも63.7％と定着していたと。 

  がんについて考えたことがあるかという割合に

つきましては、受講前は49％であったのが、受講

後には96％と、ほぼ全員。６カ月後でも88％が考

えていこうという回答をしたそうです。 

  また、受講後に89％が家族にがんの検診を受け

るように勧めようと思うと回答したのに対し、６

カ月後、実際に48％の生徒が家族にがんの検診を

受けるように勧めたと答えております。子どもか

ら親への逆世代教育というものが進むということ

も大変に期待をされているということでございま

す。 

  最後に、がん教育は将来ある子どもたちのため

でもあり、また、子どもたちの両親などは、がん

が発症しやすい年代でもあります。子どもたちか

ら親に「検診を受けるの」という言葉などがあれ

ば、検診率のアップにもつながっていくと思われ

ます。 

  また、子どもたちの周りの親族の方ががんで亡

くなったりして、がんは子どもたちの本当に身近

な問題となっております。義務教育の時代にがん

検診や予防の大切さをしっかりと学ぶことが、が

んの対策の最大の啓発活動になると自分は思いま

す。 

  このがん教育を軸に、この我が那須塩原市の市

民が健康で楽しく、そして元気に、いつまでも働

きながら生活していけるよう、この小中学校のが

ん検診については、さらに充実したがん教育のほ

うをよろしくお願いいたします。 

  それでは、以上をもちまして、この項の質問を

終わりにさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５７分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、午前中に引き

続きまして、この後もよろしくお願いをいたしま

す。 

  続きまして、２、教育支援について。 

  小学生の学力を伸ばすには、家庭学習を習慣化

することと、授業で勉強した内容を家庭で復習す

ることをしっかりと定着させることで、次の学習

を積み上げることが可能になると言われています。 

  しかし、小学校教員の多くは、家庭学習がなか

なか習慣化しないと口をそろえます。家庭では、

テレビやゲームといった誘惑が多く集中しづらい

上に、わからない内容があっても質問する人がい

ないことが、勉強が続きにくい大きな要因である

と考えられています。 

  保護者が勉強を見てあげられるといいのですが、

時間がとれない場合もあるでしょう。小学生とは

いえ、高学年になると難しい問題も多く、教える

のに戸惑うことがあるという保護者の声も聞きま

す。 

  こうした要因が重なって、家庭学習が習慣化し

ない児童は多く、毎日家庭で学習する児童との間

に学力の差が開いてしまう状況が考えられます。 

  塾に通わせてあげたいと思っても、経済的な理

由や家庭の事情により通わせられない場合もある
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と思います。こうした課題に基づいて、家庭で学

習できないのなら、放課後に空き教室で勉強をし

てもらおうという発想から生まれたのが放課後学

習教室です。国が放課後子ども教室推進事業によ

って後押しをしていることもあり、全国的に急速

に広がっています。 

  本事業は、小学校の空き教室等を活用して、地

域の多様な方々の参画を得て、子どもたちととも

に行う学習やスポーツ・文化活動等の取り組みを

支援しています。主に、基礎学力の向上や学習習

慣の定着などを目的としています。また、日常の

勉強についていけなくて不登校にならないように

との考えも視野に入れているそうです。 

  社会総がかりでの子育て、教育が叫ばれている

中で、ボランティアの学生や元教師など地域の人

材も活用しながら、最低限必要な学力を子どもに

つけさせるべき環境づくりに取り組むことが必要

ではないかと考えます。 

  以上のことから、本市の教育支援についてお伺

いをします。 

  ⑴全国学力テストを受け、本市の児童生徒の学

力の状況をお伺いいたします。 

  ⑵全国学力テストの結果から、習熟度の低い児

童への取り組みについてお伺いをいたします。 

  ⑶勉強したくても、さまざまな事情で勉強への

きっかけに悩む生徒へのケアはどのように行って

いるのかをお伺いします。 

  ⑷今後、放課後学習支援を取り入れていく考え

はあるかお伺いをいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、２、本市の教

育支援についてのお尋ねに順次お答えをいたしま

す。 

  初めに、⑴の全国学力テストによる本市の児童

生徒の学力の状況につきましては、９月６日の市

政一般質問におきまして、森本彰伸議員にお答え

したとおりでございます。 

  次に、⑵の全国学力テストの結果による習熟度

の低い児童への取り組みについてのお答えをいた

します。 

  いわゆる学習内容の理解に時間がかかると見ら

れる児童生徒に対しましては、国・県からの加配

教員や市採用教員等、教員の複数配置による少人

数指導や、昼休みや放課後の時間を使った個別指

導等でサポートを行っております。その際、学力

調査のうちの教科に関する調査の結果から把握し

た、児童生徒一人一人がどこでつまずいているか

というデータを参考に、個に応じた指導を行って

いるというような状況であります。 

  また、学力調査のうち質問紙調査からは、学習

時間はもとより、テレビを見ている時間やゲーム

をしている時間を初めとする生活習慣等も把握す

ることができるために、児童生徒の学習を妨げて

いる要因を取り除くための指導にも生かされてい

るというようなことでございます。 

  次に、⑶の勉強したくても、さまざまな事情で

勉強へのきっかけに悩む生徒へのケアについてお

答えをいたします。 

  各学校では、定期的に教育相談期間を設定し、

児童生徒と担任との話し合いの場を設け、個別に

指導・助言をしております。また、担任と保護者

との懇談の機会を設けて、家庭との連携を図って

おります。 

  なお、さまざまな家庭状況にある児童生徒を支

援するため、市教育委員会としましては、スクー

ルソーシャルワーカーを配置し、福祉関係機関と

も連携を図り、児童生徒の支援に努めているとい
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うような状況にございます。 

  最後に、⑷の今後、放課後学習支援を取り入れ

ていく考えはあるかについてお答えいたします。 

  基礎学力の向上や学習習慣の定着を主な目的と

した放課後学習支援のあり方につきましては、他

市町の実施状況等について調査研究をしてまいり

たいと、このように思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  関連しておりますので、⑴から⑷をあわせて再

質問をさせていただきます。 

  全国学力テストを受け、本市の児童生徒の学力

の状況については、昨日の森本議員の質問の答弁

で了解をいたしました。 

  私は５月に議員になったわけですが、会派公明

クラブは昨年12月に、全国学力テストで常に全国

トップクラスの成績をおさめている秋田県の教育

行政の視察を行っております。視察先は、湯沢市

と羽後町でした。 

  この羽後町ですが、参考に、人口は約１万

5,000人。特に、羽後町内には学習塾がなく、町

内の児童生徒の多くは、近隣の塾も含め、学習塾

には通っていないとのことであったと聞いており

ます。 

  学校の授業のみで全国トップクラスの成績をお

さめるには、授業の改善に取り組んでいるそうで

す。特に、確かな学力の定着の基礎として、週２

回、朝の15分間を、全校で漢字、計算練習、読解

パワーアップを実施しているそうです。 

  また、家庭学習については、学校と家庭が手を

とり合って学力向上に取り組んでおり、家庭は、

子どもが学校の勉強と自分の生活がつながってい

ることを意識できるように心がけているそうです。

このことで家庭学習が充実をしていきます。 

  本市において、他の学力向上の実例などはこれ

まで参考にしてきたのでしょうか、お伺いをいた

します。また、あれば、具体的な説明もよろしく

お願いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 他の自治体の先進事例、

あるいは今議員に紹介していただけたようなもの

につきましてですが、実は私、個人的になんです

けれども、前職、県の教育委員会に勤務していた

折に、私のほうでは福井県と石川県のほうにちょ

っと行って、いろいろ勉強させていただいたこと

があります。 

  特に福井などでは、お聞きしますと、全国でか

なりの高い率で夫婦の共働き世帯が多いと、それ

から３世代同居が多いというようなことを何度も

説明しておりまして、子どもたちが安定して、安

心して家庭での学習に取り組める、そういった環

境が一つの要因としてはあるんじゃないでしょう

かというような説明を受けてきたところでござい

ます。 

  それぞれ地域によって、子どもたちを取り巻く

環境はさまざまでありますので、本市の場合につ

きましては、先ほどお答えしましたとおり、全国

学力・学習状況調査の中で学習状況調査によるア

ンケートによりまして、子どもたちの置かれてい

る状況が一人一人、そのアンケートの回答から把

握できる部分もございますので、個々に応じた対

策をこれから各学校においてしていく必要がある

のではないのかなと、このように感じております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 先ほどの、秋田の羽後町

で塾に通っている生徒はいないということでござ

います。その地域によっていろいろ特徴もあると

思いますけれども、本市において児童生徒が塾に
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通っている比率がわかれば教えていただけますか。

よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まだ分析の途中ではあり

ますけれども、全国学力・学習状況調査のうちの

学習状況調査の中の質問紙にも、塾に通っている

かどうかというような質問もございまして、その

部分につきましては、県あるいは全国と比べて、

本市の場合には、行っていないというふうに答え

た子どもたちの数は多いなというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 多いということで、財政

的には裕福なのかと、うちの市はですね。 

  それでは、小学校、中学校の生活指導、学習指

導をきめ細やかに行うということにより、人づく

りの教育の推進を図ることを目的として、市採用

教師等を配置しているわけですが、その職種は10

分野にわたっていますが、それぞれ何人の方が採

用されていたのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 市採用教師ですが、今議

員おっしゃったとおり、幾つかの目的に応じて配

置をしてあります。学習支援、それから生活支援

というのが直接、子どもたちの学習にかかわる部

分ではないのかなというふうに思っております。 

  ちょっと手元に細かな部分の資料がないもので

すから、すみません、後ほど正確な数はお伝えし

たいと思います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、教育長、すみ

ません、私のほうで。 

  28年度の決算でございまして、28年度のあれで

すと、学習支援教師が10名……。 

○議長（君島一郎議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） すみません、先ほどのも

のですが、私のほうからお答えさせていただきま

す。申しわけございません。 

  28年度、小学校におきまして学習支援が９人、

学級支援が27人、生活支援が47人、それから図書

支援として21人、理科支援として６人、英語教育

推進教師で５人、日本語支援員ということで１名、

それから心の教育相談員12名、こういった方々で

ございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 本年度の人数がわかりま

したら教えてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今年度につきましては、

学級支援35人、生活支援で42人、図書支援員で21

人、理科支援６人、英語教育推進員教師で５人、

日本語支援員で２名、それから心の教室相談員10

人、これは４月末現在というような数でございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） そういう方々が児童生徒

に携わりながらサポートされているということで

ございますけれども、現在、本市において加配教

員及び市採用教員等で児童生徒に対しての十分な

サポートがされているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） どういう状況をもって十

分と言えるかどうかはわかりませんが、少なくと

も通常の授業を行う際に複数の教員による、より

きめ細やかな指導体制、できるだけ充実させるよ

うに、現在配置をしているというような状況にご

ざいます。 
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○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それで、その教員の配置

における少人数指導または昼休み、放課後等で個

別の指導でサポートをなさっているわけですけれ

ども、その児童生徒の生活習慣等を把握し、学習

できない要因を除く指導をしていくということで

すけれども、それぞれ配置された方は教員なのか、

それとも支援員なのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 市採用教師の配置でござ

いますが、これはあくまでも授業を行う際に当た

っての対応ということでございますので、勤務す

る時間の関係で、放課後最後まで学校にいるとい

うようなわけでもございません。ですので、放課

後の対応につきましては、県費負担教職員と常勤

で配置されている先生方にお願いするというよう

な状況に現在はございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、市内の小中学

校にそれぞれの教員なり支援員が配置はされてい

ると思うんですけれども、その配置状況をお伺い

できますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これらのそれぞれの学校

の状況に応じて、特に学級集団が多い学校、それ

から複数学級がある学校、そういうところが特に

中心になろうかと思っております。小規模の学校、

特に少人数の学級の学校につきましては、そもそ

も個別的な指導が可能な体制になっておりますの

で、そういったところに配置しないというわけで

はございませんけれども、そういったところも必

要に応じて、学校からの要望を聞いて配置をして

いるということで、現在全ての学校に、人数の差

はございますが、配置をしております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  それでは、次の現在学校で定期的な教育相談を

設定して行っているわけですけれども、児童生徒

との話し合いの場について、大体１人何分ぐらい

の時間をとって、ここにありますけれども、大体

何分ぐらいとって相談をされているのかお伺いし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 定期教育相談というのは

年間複数回の機会を設けまして、このときには担

任がかかわっている、担任をしている子ども全て

に対して面談を行うというようなことでございま

す。設定の時間につきましては、それぞれ各学校

の実施状況によって若干の差はございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それと、また保護者との

面談についても行っていると思うんですが、この

保護者との面談につきましては、大体年何回くら

いとか、または、やはりどれくらいの時間をかけ

ながら懇談をしているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 多くの場合には長期休業

に入った直後のタイミングですので、夏休みに入

った直後に多くの学校で行われていると思います

が、人数によるでしょうけれども、大体１週間程

度の期間を設けて、その中で調整をしながら保護

者の方々と面談を行っている、30分あるいは１時

間、その中の範囲ではないのかなというふうに思

っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） その父兄との懇談の中で、
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今、主に現在保護者の方が悩んでいること、また

学校に要望することなどがわかりましたらば、よ

ろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 普通の場合には、保護者

の方々にこういう機会を通してお子さんの学校生

活での様子あるいは勉強の様子等をまずは担任の

ほうからお伝えをするようなことが中心になって

いるだろうというふうに思っております。もう一

方で、保護者の方々が子どもの様子を見ていて、

ちょっと心配だというふうに思われるようなこと

について、その折、担任に相談をするというよう

なことが多くあるのかなというふうに思っており

ます。 

  私も正確に情報を把握しているわけではありま

せんけれども、これまでのところでお答え申し上

げれば、主にこのときですと生活の様子あるいは

交友関係というんですか、友達とのかかわり方と

か、そういったことが多いのではないのかなとい

うふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 例えば授業になかなかつ

いていけないといって悩んでいるような、そうい

うような悩みというのはないのですか、本市にお

いては。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） ケースによっては、そう

いうようなことも話題の一つに上がるというよう

なことも、恐らくあるんだろうというふうには認

識をしております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。今、保護

者が大変いろいろな生活状況の変化によりまして

いろいろと変わっていて、なかなか子どもと接す

ることも難しいと思いますので、先生のほうから

しっかりと懇談をしていただきまして、保護者に

対してのよい指導、助言等をよろしくお願いした

いなと思います。 

  続きまして、スクールソーシャルワーカーの具

体的な活動についてお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） スクールソーシャルワー

カーはカウンセラーとは違いまして、子どもたち

の生活あるいはさまざまな問題、そういったこと

について十分ヒアリングをして、その後、この問

題を解決するためにどういう機関とつながりを持

っていったらいいのかということを一緒に相談を

するというような役割を果たしております。 

  ある意味、学校は家庭の奥のところまでなかな

か立ち入れないわけでありますが、スクールソー

シャルワーカーにおいては、大変その辺のところ

はよく心得ていて、よく相談に乗ってもらえてい

るんだろうと思います。現在２名が配置されてお

りますが、約2,000件弱のケースをこれまでに対

応しているということで、２名では、もうそろそ

ろ限界に近いのではないのなというふうなことも

お聞きしております。 

  大変さまざまないろいろなケースがありますが、

おかげさまでスクールソーシャルワーカーがかか

わることによって、かなりの問題の解決の糸口が

見えてきているというようなことを伺っておりま

す。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 今、教育長のお話を聞き

まして、スクールソーシャルワーカーが２人で

2,000件ということで、大変なご苦労をされてい

るなと本当に感じております。 
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  また、今教育長のほうから問題解決について進

んでいるということもお聞きしまして、その問題

解決の実例などを上げていただければ。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これは非常に個人の情報

に触れる部分もありますので、なかなか具体的に

こういうふうなケースというようなことはお話し

できにくい部分があるんですけれども、例えば非

常に経済的な部分といってもいろいろ問題があっ

て、それをどこに相談したらいいのかというよう

なことがあったりした場合には、こういうことに

ついてはこちらのほうに相談かければいいですよ、

例えば社会福祉協議会のほうにこんなものがあり

ますから、そちらのほうに相談されるといいと思

いますよというような、いろいろな情報をスクー

ルソーシャルワーカーは持ちあわせておりますの

で、そういったことをお話をする、あるいは家族

関係についてでしたらば、こんなふうなところの

相談機関がありますので、そちらに行くという方

法もありますよといった、そんなアドバイスがで

きているというふうに報告を受けております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  次の質問で、私、先ほど教育長のほうからスク

ールソーシャルワーカー２名で2,000件というこ

とをお聞きしまして、大変苦労があると思えたん

ですが、この質問も、今後スクールソーシャルワ

ーカーの増員の考えはあるのかということで、私

個人的には増員をしておいたほうがいいかとは思

いますけれども、教育長のお考えをお願いいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほど申しましたように

大変機能しておりますけれども、２名での対応に

もなかなか限界に近づいている数かなというふう

に思っております。 

  今年度からスタートしました第２次総合計画の

中では、５年間のうちに、この後５年までには一

応目標としては５人配置をするというようなこと

を予定をしております。 

  ただ、なかなかこのスクールソーシャルワーカ

ーの役をしていただける方の人材というのも、実

は早々多くあるわけではございません。今後、全

国的にも大変需要が求められる職種の一つであり

ますので、今後やはりいい人材をいかに確保して

いくかということ、これも鋭意努力してまいりた

いと、このように思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 本当にそのスクールソー

シャルワーカーが増員されて、多くの方の手厚い

いわゆるサポートができるようになっていければ

なと私も思います。 

  それでは次の質問、昨今、生徒児童を取り巻く

環境は大きく変化をしております。先ほども話が

あったように、テレビはもちろんですけれども、

ゲーム、その他一番最近ではスマートフォンなど

の環境、そういうものを持って、なかなか我々と

は違うような環境になっておりますけれども、そ

ういうふうに変化しており、そういう中での家庭

学習の定着化をどのようにサポートしているのか

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 教育委員会におきまして

家庭学習の手引きのようなものを作成いたしまし

て配布をしております。また、各学校ごとに家庭

学習については、より具体的なガイドといったも

のですか、そういったものを示しているところで
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ございます。 

  また、本市では実はコンピューター教室の整備

の中でｅラーニングというシステムを導入してお

りまして、これはネット上で学習ができるシステ

ムでございまして、市内の小中学生全員に、一人

一人にＩＤとパスワードを付与しております。こ

れによりまして、家庭におきましてももちろんネ

ットに接続できる環境がなければ難しいわけであ

りますが、これを使いましてドリル的な学習がで

きる環境が整っております。最近は、いわゆるス

マートフォン、Ｗｉ－Ｆｉ等による接続も考えら

れますので、そういったものにもこのシステムは

対応しているというふうなことでございますので、

こういったものを使って家庭で学習をしていくこ

ともできるというふうなことでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） いろいろな環境も変わっ

て、我々とは本当に違う環境の中で今の児童生徒、

いいところもありますけれども、なかなかその裏

ではうまくいかないところもあるとは思いますけ

れども、教育の中で子どもの生活をしっかり見て

あげるようよろしくお願いをしたいと思います。 

  それで、先生がいろいろと個別指導を行った後

に、生徒児童の学習意欲は変わったのかお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 当然のことながら、それ

ぞれ悩みがあって担任等と相談する中で、少しず

つではありますけれども、解決に向けての取り組

みはできているわけでありますので、おのずと学

習に向かうような環境の改善がなされているんで

はないのかなと、こんなふうに思っているところ

でございます。 

  また、学習状況調査の中でも、比較的、本市の

子どもたちは家庭において一生懸命勉強すると、

そういう傾向は全国から比べていい傾向にあるん

ではないのかなというふうに今分析をしている途

中でございますが、そんな感じが見てとれます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 私が今回質問した放課後

学習教室で、大変成果をおさめている学校なんで

すが、茨城県牛久市のカッパ塾なんですけれども、

こちらにつきましては小学校４年生から６年生、

中学校は全体の生徒を対象に宿題や復習をすると。

カッパ塾は児童生徒の一切指導は行わず、児童生

徒によって異なる学習、つまずきにあわせて一人

一人の基礎学力の向上や学習習慣の定着さを求め

ているということでございます。大体行っている

時間は、放課後の午後４時から５時30分、大体週

２回ぐらいということで、スタッフにつきまして

は元教員または教員免許取得者や大学生等、また

はボランティア、ＰＴＡの方が指導員を務めてい

るということでございます。 

  その放課後学習塾をやった成果でございますけ

れども、感想といたしましては、友達と一緒に取

り組むことができ楽しい達成感を味わえる、自分

のやりたい学習ができ、宿題や自主学習がはかど

る、わからない問題を教えてもらうので解くこと

ができた、これは父兄ですけれども、子どもが楽

しいと言って参加させ、そして学習のリズムがで

き学習習慣が身についてきたということも感想で

上がっております。または学校でふだんできない

活動ができて楽しい、学校の先生と違ったいろい

ろな大人と接することができてよかったというこ

とで、カッパ塾のほうの感想です。 

  また、牛久市ではこのカッパ塾を行いまして、

近隣の市町村から移住が増加いたしまして、14歳

以上の定住人口が平成17年度から右肩上がりにな

ってきているということで、これも放課後学習に
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取り組んでいったという結果として、このように

定住促進のほうもふえてきたということでござい

ます。 

  私のほうからは最後に、放課後学習教室におけ

る学習支援は、家庭の経済力等にもかかわらず、

学ぶ意欲がある子どもに対して学習機会を提供す

ることを目的としております。放課後の学校を活

用し、教職員経験者などの地域の人材を活用して

補習等の学習活動を取り入れることによって、子

どもの学習意欲や学力の向上、または生活習慣の

改善などさまざまな効果があると期待をされてお

ります。 

  昨日、教育長は答弁の中で、わかる子がわから

ない子を教える、先生以外、子ども同士で話し合

い学び合う、そして、全ての子が同じゴールを目

指して進んでいくと言われました。放課後教室は、

そういう機会の一つとして捉えてはどうでしょう

か。 

  また、君島市長も那須塩原市の未来のために小

中学校の教育には力を入れると力強いお言葉もい

ただきました。最低限必要な学力を未来ある那須

塩原市の子どもたちにつけさせるべきであると切

に私は思いますが、最後に教育長の所感をお願い

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まさに議員おっしゃると

おり、子どもたちをみんなで育てていくというこ

とはとても大切だというふうに思っております。

放課後の子どもたちの受け皿につきましては、現

在、放課後児童クラブ等の整備もされております

が、学習支援をメーンにしているわけではござい

ません。したがいまして、国が進めようとしてい

る放課後子ども教室というようなものもあります

が、私は今後、今年度からスタートいたします地

域学校協働本部の活動の中で、ぜひ地域の中で子

どもたちの受け皿の一つとして、そういったもの

ができてくれば、整備されればいいのかなという

ふうにも願っているところでございます。 

  現在、子どもたちは１週間のうちほとんどの部

分、特に高学年などはスポーツ活動にかかわって

いるというようなことがあるわけでありますが、

過日の先生方の働き方改革の中でも、私も子ども

たちのバランスのとれた放課後の生活の仕方、あ

るいは休日の生活の仕方というのは、これからし

っかり考えていかなければならないと思うんです

が、そのときにそういう活動ではない部分のとこ

ろの受け皿をどうするかというのは、これはとて

も大きな問題だと思っておりますので、この学習

支援等の部分というのも一つの地域学校協働本部

事業の一つのものとして、今後考えていってもら

えればありがたいと、こんなふうに思っておりま

すし、教育委員会といたしましても、そういった

部分につきましてはさまざまな情報を提供しなが

ら、ぜひ地域と一緒に考えていきたいと、このよ

うに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 重ねてよろしくお願いい

たします。 

  以上で私の一般質問を終了させていただきます。

ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で、４番、星野健二

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、18番、髙久好一議

員。 

○１８番（髙久好一議員） 皆さん、こんにちは。
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18番、日本共産党の髙久好一です。一般質問を始

めます。 

  本市で大規模な太陽光発電施設の整備計画が開

発業者から突然示され、地域住民には生活環境の

悪化などの懸念の声が広がっています。本市の豊

かな自然環境を保全するための対策と考えを求め

るものです。 

  ⑴です。現在、太陽光発電施設の設置について、

直接規制する法律はなく、環境影響評価法でも対

象外となっています。本市は法整備の必要性をど

のように捉えていますか。 

  ⑵です。７月の地元紙の市町アンケートに条例

やガイドラインの策定を予定していると答えてい

ますが、趣旨と計画について聞かせてください。 

  ⑶です。国のガイドラインは、近隣住民とのト

ラブル回避は事業者の努力義務と規定している場

合が多い中、有効な条例の制定が必要と思われま

すが、市はどのように考えていますか。 

  ⑷です。設置場所や規模、発電量によって強制

力や罰則も想定すべきと思いますが、市の考えを

求めるものです。 

  以上、４点について市の考えを求めます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） それでは、１の太陽

光発電施設の設置規制について、順次お答えをい

たします。 

  初めに、⑴の太陽光発電施設の設置について、

法整備の必要性をどのように捉えているかについ

てお答えをいたします。 

  議員ご指摘のとおり、太陽光発電設備につきま

しては直接的な設置規制、これを行う法律はござ

いません。しかしながら、環境との調和や地域と

の共生を図るためには法整備は必要であると考え

ております。 

  全国市長会では、関係法令の整備等を国に求め

ておりますが、本市といたしましても、防災・安

全の確保、景観への配慮、周辺環境の保全、施設

の適正な撤去・廃棄について法的規制を行うこと

を他自治体と連携して国に求めていきたいと考え

ておるところでございます。 

  次に、⑵の条例やガイドライン策定の趣旨と計

画についてお答えをいたします。 

  再生可能エネルギーにつきましては、地球温暖

化防止対策の観点からは推進すべきものと考えて

おります。一方で、環境との調和や地域との共生

を図っていくことも重要と考えていることから、

市独自のガイドラインを策定するということであ

ります。 

  現在、庁内策定委員会において検討中でありま

して、今年度中の策定を予定しております。 

  次に、⑶の有効な条例の制定について本市はど

のように考えているかについてお答えをいたしま

す。 

  このガイドラインの目的である地域との共生、

適切な立地誘導及び発電設備の維持・管理を確実

に実施するために条例等の制定を検討していきた

いというふうに考えております。 

  最後に、⑷の強制力や罰則についての市の考え

についてお答えをいたします。 

  策定中のガイドラインにおいて、災害の防止、

景観への配慮、生活環境や自然環境の保全等を図

る観点から、抑制対象とする施設の場所、面積、

発電規模等に関して市の考え方を明らかにした上

で、強制力を持たせるかどうかの検討をしていき

たいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） １番から順次、再質問

をしていきますが、１番から４番とも非常に前向
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きな返答をいただきました。 

  私のほうとしても、４日に眞壁議員の質問もあ

りましたが、那須塩原市の豊かな自然環境を守る

ために、ぜひともこういった対応が必要という考

えに立っての今回の質問です。 

  法整備は必要と非常に力強い答弁をいただきま

した。他の自治体と連携しながら求めていきたい

ということも当然だと思います。法整備となりま

すと、国のほうの協力も得なければならないとい

うことになりますので当然です。 

  １番を終わりまして、⑵に入ります。市は７月

の地元紙のアンケートでガイドラインの設定の予

定をしていると答えています。そうした中で、地

域の住環境の保全と地域との共生、あわせて自然

環境を守るということで言われましたが、もう少

し詳しく話していただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 今策定中のガイドラ

インについての質問でございました。このガイド

ラインは、先ほど説明しましたように庁内の各担

当を集めて策定委員会を構成してつくっているわ

けなんですが、この中で例えば開発行為の視点あ

るいは景観の視点、農業の視点、森林法の視点、

各視点からどんな課題があるのか、どんな問題が

あるのかというのを洗い出しまして、その中で抑

制対象となる具体的な設置面積、それから発電規

模、それから事業者に対してどんな自粛を要請す

るのかという、そういう自粛の内容あるいは事業

者とどういうふうな協議をしていくのか。一番大

切なことは、地元、市民への説明をどのようにお

ろしていくのか、その辺を具体的にガイドライン

の中に決めていきたいと、目的、ルールを明確化

していきたいということであります。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。今、

答弁の中で市民、住民にどのような説明をしてい

くのかという、そういう答弁がありました。この

ガイドラインという中でそういったことをしてい

くんだと思いますが、ガイドラインに地域の住民

の声をどの程度反映させることができるのでしょ

うか。日光市のようにパブリックコメントなども

検討しているのでしょうか。あわせて聞かせてく

ださい。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 先ほど議員からご質

問ありましたように、環境アセスメント法には規

定しておりませんので、計画の一番最初の段階で

は何ら住民に説明する義務はないという中で、例

えばこの改正ＦＩＴ法の中では、企画立案の段階

で地域住民と信頼関係を築けよと、もちろん努力

義務になりますけれども、その中で事業者に対し

てもし必要があれば地元自治体と相談して、地域

の人たちと協力関係を結べよ、そういう規定にな

っているところでございます。 

  なので、例えば地域住民にある程度形ができ上

がってから説明しても、もう事業者としても相当

事業費をつぎ込んでいるわけですので、今さら後

戻りできないという事態も起こり得ますので、一

番最初の企画立案の段階で、市は当然ですけれど

も、地元に対してもそれなりに説明会を開くとか、

そういうところの規定が必要なのかなというふう

に、今私個人的に思っているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 今、住民への説明と、

事業を始めちゃった中でというのではなくて、も

う始める前にそういった説明が事前に必要という

ことだったと思います。 

  タイヤメーカーの撤退跡地で太陽光発電施設に
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なるとの話もあります。そのほかに本市で幾つか

のそういう発電施設の話があります。本市高林地

区、箭坪地区では60haの敷地に43haのパネル設置

の発電設置計画が突然告げられ、地域の住民は、

本市の豊かな平地林の自然環境を求めて定住して

きたのにもかかわらず、発電施設の設置による生

活環境の悪化の懸念を持っています。 

  初めての地元説明会は９世帯の参加で、事業者

から発電パネルの耐用年数は約30年、事業期間は

それより短い23年で終了し、その後、施設は完全

に撤去させる、こう説明されたとしています。し

かし、住民は今日の経済状況の中で太陽光発電、

採算が合わず途中で投げ出し、施設が放置される

のも困ると大変心配しております。豊かな平地林

を保全するための規制と計画の中止を求めていま

す。 

  そこで伺います。本市の策定しているガイドラ

イン、事業者が計画段階の配慮すべき事項を定め、

適切な立地の誘導、設備の維持管理を図ることを

目的としたガイドラインと報道されています。ど

の程度まで誘導できると考えていますか、具体的

に聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 今、ガイドラインに

ついては策定中でありますので、確定的なことは

申し上げることはできませんが、ただ考えの中で、

例えば土地の持ち主が太陽光発電設備をつくりた

いという中で、それをだめだというところは、先

ほど申し上げたように設置自体の規制からする法

令、条例はございません。 

  では行政は何ができるかというところになりま

すけれども、例えばパブリック的な意味で制限を

かけるという意味でありますと非常に限られた条

件になってきてしまうと思います。大規模な土地

を利用するときに、例えば斜面で、そこに太陽光

発電をつくることによって、例えば地すべりが起

きるとか雨水が氾濫してしまう、そういう面から、

その地域はちょっとやめてくれないかという規制

はできると思います。あるいは歴史的な遺産がそ

の場所にあるので、ちょっとやめてくれとか、希

少な野生動植物が存在するので、その辺はちょっ

と一部やめてくれ、そういうような交渉はできる

と思いますが、設置自体をいわゆるやめろとかと

いう部分は、少なくとも今の法体系の中では難し

いかなというふうに思います。 

  その中でどういうふうなエリアに立ててほしく

ない、設置してほしくないエリアにするのかとい

うのは、今まさに内部で検討中でございまして、

県内で栃木市と足利市が既に条例は策定済みでご

ざいますが、やはりその中で、どうしても誘導し

たくない地域、つまり保全していきたい地域とい

うものを定めて、その中で規制して、その中でど

うしても立てる場合には市長の認可、許可が要る

というそういう仕組みがありますので、その辺を

市としてももうちょっと参考にさせていただいて

ガイドラインを定めて、行く行くは条例なり指導

要綱なりという形で手続を進めていくという形に

なろうかなというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 話のほうが、私の進め

方がちょっとまずいのかと思いますが、既に３の

中に入っちゃっていますので、さらにここを進め

ていきたいと思います。 

  ４日の会派代表の質問にも、本市は事業を計画

するに当たっての市の独自のガイドラインを今年

中に作成すると答弁をされました。その中での条

例の規制も検討していきたいと、先ほどもこうい

ったお話がありました。このガイドライン、当然

その条例の柱になるものと、こう私は受けとめま
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した。期待を持っております。 

  ただし土地の所有ということについては、非常

に大きな権限があると、その中で土地の使用方法

までは決められないという限界も先ほど述べられ

ましたが、条例まで持っていくと、しっかり頑張

ると、そういう受けとめ方でよろしいんですね。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） これからガイドライ

ンを策定していく中で目的、ルールを明文化して

いくわけですけれども、その中で先ほど議員がお

っしゃいましたように、どういうふうな強制力を

持たせていくのか、どういう実効性を持たせてい

くのかという検討の中で、条例も一つの選択肢と

して検討していきたいということでございますの

で、今現在でははっきりしたことは、ちょっと差

し控えさせていただきたいというふうに思ってお

ります。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 検討する中で、どうい

った強制力を持たせるかというのも検討していき

たいというお話がございました。先ほどの答弁の

中で、既に足利、栃木両市は条例をつくっている

というお話もありました。県のほうでも本年度内

に資源エネルギー庁のガイドラインを補完する指

導方針を策定すると、こうも報道されています。

国の資源エネルギー庁のガイドラインでは、近隣

住民とのトラブル回避は事業者の努力義務と規定

されているというのがほとんどで、余り期待はで

きません。しっかり国のほうと連携しなければな

りません。市は、市の独自のガイドラインや条例

で豊かな自然環境を保全していかなければなりま

せん。 

  そこで伺います。先日のガイドライン作成の答

弁の中で、市はこのガイドラインに上乗せ、横出

しも可能という、そういう話も出てきました。本

市の検討している上乗せ、横出し、これがあるの

か、これについて聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 上乗せ、横出しとい

うところではなくて、例えば改正ＦＩＴ法の中で

遵守事項と努力事項というものがありまして、ほ

とんどが、例えば地域住民との信頼関係を築くと

か周辺環境への配慮という部分においては、ほと

んどが努力義務というところでありますので、そ

の辺をガイドラインの中でもっと厳格にという意

味で答弁させていただきましたので、明確に横出

しとか上乗せというところは、ちょっと意味的に

は違うのかなというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） ちょっと後退したのか

なという感じがあって、もうちょっと期待してい

たものですから。でも、那須塩原市の自治体とし

ての役目として、しっかりと市民優先、住民の住

環境、豊かな自然林を守っていかなければいけま

せん。そのために那須塩原市は全力を使ってこの

仕事をなし遂げていかなければならないと思って

います。 

  住みよささや住環境をしっかりと守っていくの

は、強制力を持つ条例や法整備がなされることで

悪質な開発事業者を抑止する担保がされます。環

境アセスメント対象ではないことが一番問題だと

する学識者もいます。当然国のアセスメントの対

象にも働きかけていくべきです。そのため国への

働きかけも必要です。こうしたガイドラインをつ

くる上で県そして県内市町の連携も考えていくと、

こういう答弁も先ほど出ました。那須塩原市、あ

らゆる手だてを尽くして本市の豊かな自然を保全

する日を求めて、この項の質問を終わります。 
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○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時５６分 

 

再開 午後 ２時０６分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 引き続き質問を続けて

いきます。 

  ２、国保の都道府県化についてです。 

  来年度から施行される国保の都道府県化に向け、

県と市町による協議会が８月に開催されました。

市民が安心して使える国保となるよう以下につい

て伺うものです。 

  ⑴幾つかの道府県は既に保険料率が示され、住

民の支払う保険料の試算額が公表されています。

栃木県は２度国へ試算を提出していますが、公表

してはいません。本市の保険料の市民への公表は

いつごろになりますか。 

  ⑵公表された道府県の保険料が高額となり、不

評であったため激変緩和が行われ、引き上げ幅は

縮小されるとしていますが、仮に県が示す保険料

が現行より高額の場合、市はどのように対応を考

えていきますか。 

  ⑶です。市は県に早急な公表を求め、保険料に

ついては市民に意見を求め反映させる考えはあり

ますか。 

  以上、３点について考えを求めます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） それでは、２の国

保の都道府県化について順次お答えを申し上げま

す。 

  初めに、⑴の本市の保険料の市民への公表はい

つごろになるのかについてお答えをいたします。 

  現在、幾つかの都道府県で公表されている試算

額は、平成30年度に各市町村が都道府県へ納付す

ることとなる国民健康保険事業費納付金をベース

としたものであり、栃木県では平成29年、先ごろ

ですね。８月30日に開催された栃木県国民健康保

険運営協議会において、現段階における県内全て

の市町の納付金の試算結果を示したところでござ

います。 

  本市の保険料につきましては、平成30年１月に

予定されています納付金の確定に基づき算定をし、

改正の必要が生じた場合は、平成30年３月議会へ

の条例改正案の提出及び市民への周知を行ってま

いりたいと考えております。 

  次に、⑵の仮に県が示す保険料が現在より高額

な場合、市はどのような対応を考えていくかにつ

いてお答えを申し上げます。 

  現在示されている納付金は試算額であり、国の

追加公費や県の軽減措置分が全て反映されている

ものではございません。今後は納付金の確定に向

けて県や関係部署との協議を重ねながら、市民の

大きな負担増にならないよう保険料の検討に努め

てまいりたいと考えております。 

  最後に、⑶の市は県に早急な公表を求め、保険

料については市民に意見を求め、反映させる考え

はあるかについてお答えを申し上げます。 

  市が県に早急な公表を求めることにつきまして

は、⑴でお答えしたとおりでございます。 

  保険料については、被保険者を代表いたします

委員等で構成されております市の国民健康保険運

営協議会においてご意見を伺ってまいりたいと考

えております。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありましたので、

再質問をしていきます。 

  市民への公表という答えは、ことし３月の前福

祉部長とほとんど同じ内容というふうに受けとめ

ました。30年３月議会に税率等を改正する条例と

予算案を出すという、そのときの答弁でしたが、

今全くそれと余り変わらない内容でした。それか

ら半年がたちました。今度半年でまた質問すると

いうのは、市民生活の中で国保税というのは大変

市の市民税の中でも市町村民税の中でも、税の中

でも大きな比重を占める、そして、市民には大変

大きな負担となっているという現状から、再び質

問をしたものです。 

  そこで、伺っていきます。第２回の協議会があ

って、さらに第３回の試算を国に報告する期限は

８月31日でした。県とともに本市も当然報告して

いると思います。この報告には、市町村ごとの実

際の１人当たりの額とあわせて、世帯当たりの保

険料額の比較が示されています。国からの提供要

請に自治体が応えるものです。 

  通知では、この試算を公表するかどうかは各県

及び市町村の判断に任されています。こういう通

知が来ていると思います。当然、本市の判断で公

表は可能ということになります。市の考えを改め

て聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 公表の市の判断、

考えということなんですけれども、本当に市民の

方にご負担をおかけすることになる保険料という

のは、早く市民の方も当然知りたいことですし、

私たちもお知らせしたいことではあるんですけれ

ども、まだ不透明な状態でお知らせをしてしまう

ということは、逆に悪い影響になってしまうのか

なというところで、ご理解いただきたいのは、あ

くまでも今、県の運協、介護保険運営協議会が開

かれて、そのときに出したのも納付金の額でござ

います。それで納付金、市町から県のほうに納め

ることになるんですけれども、その納付金のほか

に、実際、那須塩原市のほうで被保険者の方々に

保険料をお願いする場合には、例えば人間ドック

であったりとか、そういったほかの事業などもあ

わせながら保険料のほうを決めていくことになる

ので、納付金がイコール、イコールというか、そ

のまま保険料に反映するということではございま

せん。 

  それと、今現在あくまでも試算、平成29年度の

予算のベースでの試算額での納付金でございます

ので、この後例えば、ただかかった医療費を納め

るという時代はもうそれだけでは終わって、かか

らない、病気にならないことが一番いいことです

ので、そういったことで適正な医療費の給付とい

うところに努力をする、保険者に対してはインセ

ンティブをかけていく、結局加点していくという

んですか、そういう考えも国のほうもありまして、

それでお金を都道府県に配分する。それから、あ

と都道府県のほうも、今度は市町の努力に対して

評価をしてお金を配分するという仕組みもござい

ます。 

  そんなところからも、まだまだ納付金のほうが

確定をしておりませんので、本当に早くわかり次

第お知らせはしたいんですけれども、前回、部長

が答えたとおり、スケジュール自体が変わってお

りませんので、そこら辺はご理解いただければと

思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁のほうが既に２番
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とか３番にもう入っているので、私のほうもそう

した聞き方に変えていきたいと思います。 

  ⑵に入ります。 

  公表された都道府県の保険料額が高額となり、

不評であったと。不評であったのは、何より高額

となるということです。埼玉県の場合で平均で

1.4倍、自治体によっては1.7倍から２倍という自

治体も。国保の税額を全力で抑えているところほ

ど高い値段が出るという大変矛盾した内容が出て

きます。これが統一化ということなんだと思いま

すが、先ほど部長の答弁で、悪い影響が出るとい

うお話もありました。インセンティブの話も出ま

した。そうした中で、国のほうは部長の話にもあ

ったような激変緩和が行われ、引き上げ幅は縮小

されると、こうしています。 

  本市の保険料が現行より高くなった場合、市は

どのような対応をということで聞いたわけなんで

すが、そこで、さらに伺っていきます。８月31日

に厚労省に報告された本市の第３回試算の特徴は、

どういう内容だったのでしょうか。特徴ならば話

せると思います。それを聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） じゃ、まず、ただ

いまのご質問に対してお答えする前に、先ほど私、

答弁の中で、国民健康保険の運営協議会というべ

きところを介護保険というふうに言ったみたいな

ので、それを訂正させていただきたいと思います。

申しわけございません。 

  それから、ただいまのご質問なんですけれども、

これはあれでしょうか、うちのほうから県のほう

にというよりも、県のほうからうちのほうに納付

金の試算額ということで示された額をご報告した

ほうがいいのかなと思って、回答させてもらえれ

ばありがたいところなんですが、よろしいでしょ

うか。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 県のほうのということ

ではなくて、もうそれは市民に直接行く保険料、

額の問題を私のほうは求めているので、それはも

うできていないという、来年の３月になると、今

年度末ということなので、市民に直接払われる額

がどうなるかということなので、それは話せない

というので変わらないんだと思うんですが、答え

は。それで、こうした話の展開になっています。 

○議長（君島一郎議員） 市長。 

○市長（君島 寛） 髙久議員の国民健康保険の保

険料の質問が多々出ておりますけれども、部長か

らお答えしましたとおり、まだお示しできる状況

には全くないということをご理解いただきたいと

思っております。 

  来年の４月から運営形態が都道府県というふう

な形で一括になるという形のもので今進めておる

わけですけれども、各市町から県に納付する額、

これがまだ確定をしていない状況にあります。あ

くまでも試算ということで私どものほうに提示を

されてきたものがあるわけですけれども、これの

確定、これは国からの公費の負担額、そういった

ものが全くこの中には含まれていない状況にあり

ますので、それからまた栃木県の経費の軽減分、

そういったものを踏まえた上で、正式な形で那須

塩原市から県の協議会のほうにどれだけ納付がさ

れるかと、その額が決まってくるのがもうちょっ

と先の話になってしまいますので。この納付額が

決定をしました後、今度は税率の問題、そういっ

たものが出てまいりますので、今これからこの内

容については鋭意検討してまいりたい。 

  また、市民の皆様方にとって大変重要な内容も

含まれておりますので、時期を見て皆様方にも、

そして議会のほうにもお話しをしなきゃなりませ
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んので、きちんとした形でこれは説明をしてまい

りたいと考えております。 

  今現在、ちょっと額については公表はできない

ということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 市長から答弁がありま

した。 

  そういう中で、８月31日の特徴について聞かせ

ていただきたいと思います。 

  いいですか、私のほうで先に進めて。 

○議長（君島一郎議員） 暫時休憩といたします。 

 

休憩 午後 ２時２２分 

 

再開 午後 ２時２４分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） すみません。それ

で、手元にその数字を持ち合わせておりませんの

で、所管のほうに確認をいたしまして、確実なと

ころでお答えをさせていただきたいと思います。

後ほどお願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） ちょっと私のほうの説

明もまずかったのかと思いますが、第３回の試算

の特徴は、厚労省が制度移行に伴う保険料負担の

急変を極力避ける姿勢を明確にしたことです。平

成30年度の公費負担分1,700億円のうちの医療費

分の伸びが低かった平成29年２月分の医療分まで

の実績が反映されるとしています。 

  さらに、平成28年度に法定外繰り入れや基金の

取り崩し等で保険料増加を抑制した市町村は、同

額を平成29年に繰り入れた上で試算することも要

請されています。保険料の伸びを一定割合で頭打

ちにする激変緩和策も行われるとしています。 

  そこで、さらに伺っていきます。本市では法定

外の繰り入れはしていませんが、財政調整基金の

取り崩しで療養費の一部を賄うなど、市民の支払

う保険料が引き上げにならないよう抑制する市の

努力が報告されてきました。その結果が反映され

て、本市の保険料は現行に比べどのようになると

想定していますか。聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 保険料が現行と比

べてどのようになるかの想定ということのご質問

でよろしいですか。 

  繰り返しになって申しわけないんですけれども、

やはりうちのほうも確かな数字が来ていない段階

では、想定についてもお答えするのはちょっと差

し控えさせていただきたいと思います。よろしく

ご理解ください。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） また同じ返事になって

しまいましたが、先日、全国調査が報道されまし

た。６月から８月にかけて全国1,741市区町村を

対象に実施したものです。県内では全24市町が回

答しています。 

  保険料が上がると予想したのは、佐野、大田原、

下野、芳賀、壬生、高根沢、那珂川の７市町です。

ほぼ変わらないと答えたのは、栃木市など４市町。

上がる理由は、所得水準の高い市町は相応の負担

となる、医療費水準、所得水準が平均より高い保

険料が近年上昇傾向にあるなどが理由です。那須

町は所得水準が低いため、下がると、こう予想し

ていると報道されました。 

  県は、各市町が納付に対する事業納付金につい

て試算を示していませんが、国からの財政姿勢で、
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これは先ほど市長がお話しになったとおり、未確

定の要素はあるからです。こうしていますが、本

市はこのアンケート調査でどこに当てはまるのか、

現在のままではわかりませんので、市はどのよう

に答えたのか聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 議員がご質問され

たアンケート、これにつきましては、共同通信社

が行ったアンケートかと思います。 

  これは、タイトルとしては、ずばり国保につい

て聞いてきているのではなくて、少子高齢化対策

に関する首長アンケートということでうちのほう

も受けております。いろんなテーマについてお答

えを申し上げたところなのですが、そこで設問の

中で国民健康保険の移管という項目がございまし

て、そこでうちのほうで答えたところは、先ほど

お答えしたのと同じように「わからない」という

ことで答えております。理由といたしましては、

やはり納付金が示されていないからということで

お答えを申し上げたところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） わかりました。残念で

すが、先に進めて３に入ります。 

  市は県に早急な公表を求め、保険料については

市民に意見を求めという質問をいたしました。答

弁は、市民からではなくて国保運営協議会の意見

を参考にしてという、意見を聞いてという答弁だ

ったと思います。 

  このアンケートでも多くの自治体が、保険料が

引き上げになるという、そういう答えをしていま

す。一般会計からの繰り入れの継続、今回の都道

府県化は、この一般会計からの繰り入れをなくす、

医療費を抑制するというのが今度の都道府県統一

の主な目的と私は理解しています。 

  そうした中で、各種基金などの活用で国保税の

引き上げをストップさせ、引き下げを求める声が

このアンケートからも多数見てとれます。その理

由は、今でもかろうじて滞納せずに国保税を払っ

ている人は多く、わずかな影響でも、わずかな引

き上げでも滞納者が急増することが考えられるか

らです。 

  そこで、伺っていきます。国保税の引き上げを

避けるため、国や県は医療費の抑制の成果などに

応じて市や町を財政支援する制度の創設を決めた

ことが報道されています。この制度の内容と、本

市には適用が可能なのかを聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 国や県の財政支援

というところですね。 

  まず、先ほどインセンティブというところを申

し上げたんですけれども、そこで適正な給付に努

力したところには支援いたしますよというところ

がまずあるかと思います。もう一点が、貸付のた

めの基金というんですか、そういうのを新たに設

置したというところでございます。 

  それで、それが本市に適用になるかどうかとい

うところで、貸付基金につきましては、借りると

いうことはいずれ返さなきゃならない。その分は

何で補うんだとなると、保険料ということになり

ますので、それはなるべく支援は受けたくないな

と思っているところでございます。 

  あとは、インセンティブのところで、保険者と

して、やはり例えば重複受診であったり、重複受

診って、ご本人にとっては健康に大いに悪影響が

及ぶ方なんかもいらっしゃいますので、そういっ

たところとか、さまざまな点があるんですけれど

も、そういったところにうちのほうで努力をして、
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事業をやっていきたいなと思っているところでご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  貸付金については、いずれ返さなくちゃならな

い負担があるので、当然これは借りたくないと。

もっともな答えだと思います。 

  インセンティブについては、インセンティブの

話が出てまいりましたので、その話を進めていき

たいと思います。 

  国のほうは、全国で800億円程度の財源が用意

されています。これは本市の場合、なかなか難し

いのではないかと私は思っています。収納率の問

題や、先ほど部長が答弁しました受診率の問題が

大きくかかわってくるからです。国保の徴収率が

全国の上位に入ること、医療抑制に努力した自治

体ということで、その中身のほうは、メタボリッ

ク症候群の受診率60％の達成と非常にハードルが

高いということで、本市はなかなかこれに入るこ

とは難しいであろうと。 

  私のほうで期待するところは、県のほうの総額

20億円のインセンティブ、こちらです。栃木県で

栃木県内の自治体が使えるように、そういう国の

基準とは違う基準にしたと、こう言われています。

これについてもう少し聞かせていただけるとあり

がたいんですが、ぜひ聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 例えば収納率です

と、やっぱり栃木県自体も余りよくない状況だと

いうことで、県のほうも事案をめぐらせて、栃木

県版の保険者努力支援というところを考えたいと

いうこと、それを決めたということで、具体的に

この部分が何点になるとかそういったところは、

まだ私の手元には来ていないので、きょうのとこ

ろはちょっと答弁のほうを控えさせていただきた

いと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） まだ詳しい内容が届い

ていないということでございます。ぜひ、那須塩

原市は合併後６年間、国保の収納率が栃木県で最

下位、６年間という大変不名誉な事実があります。

この収納率が低かった、そして最下位を続けたと

いうのは、一番の原因は国保の保険税が高いとい

うことです。そして、栃木県全体が国保税が高い、

その中で那須塩原市は高かったということが一番

です。そういうことがないよう、そして、結果的

に滞納して資格証の発行も栃木県で１番という、

現在も東京都１番、栃木県２番というようなふう

に私は記憶しております。 

  市民が健康であるためには、どうしても医療と

いうのはできるだけ早く予防的に受けなければな

りません。それが何よりも医療費を縮減する道と、

予防して早目の受診というのが何よりだと思いま

す。そういう意味からも、今回の公表をできるだ

け早くして、市として対応を早くするということ

が必要という立場から今回の質問を行いました。

市民が安心して受けられる国保を求めての質問を

これで終わります。 

  続いて、３番の介護保険に入ります。 

  要介護の比較的軽いと言われる要支援１、２が、

市町村の介護予防・日常生活支援総合事業（以下、

総合事業といいます）に移行しました。本市の総

合事業と障害者福祉を含め、以下について伺うも

のです。 

  ⑴です。全国の自治体アンケートでは、市町の

多くが運営に苦慮していると報道されていますが、

本市の現況を聞かせてください。 
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  ⑵です。サービスは介護事業所だけでなく、住

民団体なども提供できるとされていますが、本市

の場合はどうなっていますか。 

  ⑶です。採算性の低さからの撤退や、今後は軽

度者介護を引き受けないとする事業者が報道され

ていますが、本市の場合はどうなっていますか。 

  ⑷です。国は要介護１、２についての市町村の

総合事業への移行を検討しているが、市はどのよ

うに捉えていますか。 

  ⑸です。障害のある人は、65歳になると障害福

祉から介護保険制度に移行させられ、サービスの

切り下げや自己負担が発生する人もいます。本市

の対応はどのようになっていますか。 

  以上、５点について答弁を求めます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 髙久好一議員の５つの質問に

順次お答えをしてまいります。 

  ⑴の全国の自治体アンケートでは、市町の多く

が運営に苦慮していると報道されているが、本市

の状況はどうかということについてでございます。 

  総合事業は、介護サービス事業者、雇用労働者、

ボランティア等の多様な担い手による、地域の実

情に応じた多様なサービスの提供が求められてい

るところでございます。 

  本市では現在、介護サービス事業者のみが総合

事業の担い手となっておりますが、新たな担い手

の確保が課題であるとも考えております。 

  次に、⑵のサービスは介護事業所だけでなく、

住民団体なども提供できることについて、本市の

状況をお答えをいたします。 

  ⑴でもお答えしましたとおり、現時点では介護

サービス事業者のみが総合事業のサービスを提供

している状況にございます。今後、担い手の拡大

に向けて努力をしていく必要があろうかと思いま

す。 

  次に、⑶の採算性の低さからの撤退や、今後は

軽度者介護を引き受けないとする事業者について、

本市の状況をお答えいたします。 

  本市において、総合事業の指定事業所のうち、

採算性の低さから撤退した事業所は現在ございま

せん。また、軽度者介護を引き受けないとする事

業所については、現在のところ確認をしておりま

せん。 

  次に、⑷の国は要介護１、２について市町村の

総合事業への移行を検討していることについて、

市はどのように捉えているかについてお答えをい

たします。 

  本市を初め多くの市町村が、今年度から要支援

１、２の方等を対象とした総合事業を開始したば

かりでございます。要介護１、２の方の総合事業

への移行につきましては、今後国の動向を注視し

てまいりたいと考えております。 

  最後に、⑸の障害のある人は、65歳になると障

害福祉から介護保険制度に移行させられ、サービ

スの切り下げや自己負担が発生する人もいるが、

本市の対応はどのようになっているのかについて

お答えをいたします。 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づきまして、自立支援サービ

スを利用している方が65歳になると、介護保険サ

ービスを優先して利用することとなりますが、障

害者の自立支援サービスを併用して利用すること

も可能でございます。サービスの切り下げはござ

いません。 

  一方、サービス利用の自己負担については、自

立支援サービスで利用者負担がなかった方でも、

介護保険サービスを利用した場合には負担をして

いただくことになってまいります。 
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  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。順

次再質問をしていきたいと思います。 

  総合事業は、先発組と本市のように期限に合わ

せて開始した自治体があります。そうした中で、

本市はまだ開始して間もないという事情もありま

す。早く開始した自治体は１割ほど予算を多くも

らえるという、そういうインセンティブというの

はありましたので、そうした自治体もあるという

中でのこの総合事業です。 

  市長の答弁のとおり、多様な事業者はこの事業

に参加できるということでしたが、やはり那須塩

原市も担い手が課題という答弁がありました。県

内の自治体で68％が運営に苦慮している、その原

因は、担い手がなかなか確保できないと。那須塩

原市でも、議会報告会などでも多くの市民から、

自治会がこの事業に参加するということで難しい、

大変だという意見がたくさん出てまいりました。

この事業、国のほうは何としても介護サービスと

予防サービスを抑制して、経費を節減したいとい

うところから始まっています。 

  そうした中で、さらに伺っていきます。国の

2016年度介護サービスと予防サービスを合計した

利用者は、高齢化に伴う介護サービスの拡大で

1.4％増の613万8,100人と過去最多を更新しまし

たが、介護予防サービス総合事業にかかわる部分

です。利用が前年比3.8％と介護制度が始まって

初めて減少しましたと、こう報道されています。 

  本市は総合事業に移行して間もない、そういう

事情もありますが、本市の場合はどのようになっ

ていますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 総合事業のほうな

んですけれども、今まで予防給付というところか

ら、訪問と通所の部分だけが市町村の事業になっ

たというところが、大きく言えばそんなところな

んですけれども、それで、予防給付はほかにもい

ろいろございまして、そのサービスを含めてとい

うところで、ちょっと手持ちないんですが、一応、

実際うちのほうで始まった訪問と通所の関係で、

直近で７月に審査した分、つまりは６月のサービ

ス利用者というところで、ちょっとデータのほう

を所管のほうからもらったものがありますので、

お知らせしたいと思うんですけれども、一応、結

局移行するに当たって、４月１日からうちの市は

始まったんですけれども、そのときに一斉に変わ

るのではなくて、更新の時期が人それぞれありま

すので、その更新のタイミングで総合サービスに

移る方がいらっしゃるということなんです。 

  一応うちのほうで、もう２つ事業者さん、本当

に市内の事業者さんのお力をおかりして、現行相

当、介護予防といわれるときのものと同じものの

サービス提供と、そのほかに、サービスの使い方

であったり、人員基準であったり等が緩和したも

のと、２種類で今始まっているところなんですが、

一番気になるところが恐らく緩和したところの、

今までは誰もが同じサービスを受けていたのに、

同じ基準で、それが今度は緩和という形になった

ところで、どのぐらいの人たちが出たかなという

ところを思ったんですけれども、まず、訪問のほ

うが、要支援１、２という認定を受けながら結局

は訪問と通所以外のサービスも使っている方、そ

れから、この今度の新しい事業で基本チェックリ

ストといって、簡単に認定申請という、ちょっと

認定決まるまで時間かかるものではなく、健康状

態等々をチェックできるリストがあるんですけれ

ども、それによって総合事業のサービスを使って

いる方というのが、６月現在で訪問の場合は合わ



－303－ 

せて、更新の人ですね、今まで使っていた方がそ

っちに移ったという方は16名でございます。同じ

ように、通所の場合、デイ・サービスの場合は41

名。これはあくまでも新たに総合事業を使った人

を除いて、更新を迎えて総合事業の緩和型を使う

ようになった方の人数でございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 今、新たな緩和型を使

った人数ということなので、全体の数はつかみ切

れていないのかなと、こう受けとめました。 

  国の調査では、減少した要因は総合事業に移行

したことが要因と、こういう分析も行われていま

す。利用しづらくなっているというふうに私は認

識しました。一番心配されるのは、利用が減ると

いうことは、だんだん重症化するのではないかと

いう懸念です。そのための対策、利用したくても

利用できない状況はないのかどうか、これもちょ

っと難しいのかと思いますが、一応つかんでいる

範囲で聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 使いたいサービス

が使えなくなる、それで悪化するというところの

ご心配かと思うんですけれども、そもそも介護保

険というのが介護の社会化というところから生ま

れてきた制度なんですけれども、大きな理念とし

ては自立支援というのがございます。ですから、

私はこのサービス使いたいんだけれどもというこ

とで使えるものではなく、その方の自立のために

必要なサービスを適切に提供していくというとこ

ろが大原則でございます。 

  ですから、私たちも改めてこの事業を始めるに

当たって、本当に市内の事業者さんにご協力いた

だいて、意見交換等々しながらつくり上げていっ

た仕組みなんですけれども、その中で、やはり現

場でもなかなか自立支援の原則はわかっているけ

れども、なかなかそこがご本人たちにご理解いた

だけなくて、もしかしたら過剰なサービスを提供

している場合もあるよねなんて意見がちらほら聞

かれたりもしたのが現実でございます。 

  改めてその理念に立ち返って、いま一度市内の

みんなでサービス提供していこうねということで

意思統一というか共通認識を図れたのかなと思っ

ているところなんですけれども、ですから、本当

にその方の状態を専門家の皆様が把握をしまして、

この方には一体どんなサービスが適切なんだろう

ね、もちろん、ご本人、ご家族のご希望とかもあ

るんですけれども、そこでお話をしながら使うサ

ービスを決めていくという形でやっておりますの

で、悪化しちゃうというところでは私どものほう

は考えていなくて、あくまでもよい方向に持って

いくためにサービス提供をするということで皆さ

んご尽力いただいていると思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  私のほうも、悪化を進めない介護、できるだけ

健康なまま、健康というか今のまま、もしくは改

善しながら健康な人生を全うしてもらうというの

がもちろん介護の目的だと理解しております。 

  そういう意味で質問したんですが、非常に那須

塩原市の場合は始まってまだ半年というのは、現

実はなかなか避けられないのかなというところが

あります。ぜひとも中身のあるような介護等を進

めていっていただきたいと思います。 

  ⑵に入ります。 

  サービスは介護事業所でなくて住民団体も提供

できるということでありましたが、本市にはそう

いう住民団体、ボランティアは、そういう担い手
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が今のところ確認できていないというお話でござ

いました。住民団体やボランティアでは、この介

護ということのサービスが難しいのかな、荷が重

いのかなという、そういう受けとめをしています。

たまたま、先発自治体が幾つかあります。ここで

も通所介護を手がける住民団体はあっても、訪問

介護を引き受けた事例はないというような報告が

あります。やっぱりこの問題は相当難しいのかな

と、しっかりやってもなかなか難しいのかなとい

うところがあります。 

  ⑶に入っていきます。 

  採算性の低さからの撤退と、今後は軽度者を引

き受けないとする事業者が報道される中、本市の

場合について伺いました。これについては確認し

ていないと、そういう事業者が出たという確認は

ないという捉え方でいいんだと思います。多くの

事業者は、採算性が低いので、事業者の多くは中

重度の要介護者へのサービスに力を入れたいとし

て、こうシフトしている事業者も多いと聞いてい

ます。そうした中でのこの介護制度です。軽度者

もしっかりサポーターしていかなければ、ますま

す介護が必要になって、費用だけが伸びるという

状況もあります。こうした制度そのものを市町村

に移すことに相当無理があったのではと、私はそ

う捉えています。 

  ⑷に入ります。 

  国は要介護１、２についても市町村の総合事業

への移行をという問題を尋ねました。答弁は、国

の動向を見ながら対応していきたいという慎重な

答弁でした。 

  全国の調査では、反対は63.7％、どちらともい

えない35％、賛成1.2％しかありません。県内で

は20市町、８割が反対したと、こう報道されてい

ます。反対の理由は、要支援１、２向けの事業の

検証が先。これは県内でも全国でも過半数を占め

たと言われています。担当者からは、住民ボラン

ティア、行政がこれまで実施してきた多様な活動

内容に新しい枠組みを当てはめることが難しいと、

こう答えています。まずは住民に理解してもらい、

意識を高めることから始めなければならない、住

民の新たな担い手をどうつくっていくか、指針が

ないために先が見えないと、こういう意見が出て

います。 

  那須塩原市はこのアンケートに、ここでもどう

答えたのかよく見えてきません。答えとその理由、

聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） このアンケート、

先ほどの国保のほうでもアンケートというところ

が出たかと思うんですけれども、同じアンケート

でございまして、やはり共同通信社の少子高齢化

対策に関する首長アンケートというところでの１

つの設問の中での回答を求められたところでござ

います。 

  一応その時点で私どもが答えたのは、反対とい

うことでお答えのほうはさせていただきました。

理由としては、先ほど答弁のほうにも申し上げた

とおりでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） サービスをこれ以上切

り下げないためにも、反対というのは私の求めて

いた答えです。 

  ⑸に入ります。障害者の問題です。65歳以上の

方が障害者福祉から介護保険に移行するという介

護優先の原則という、こういうのがあります。65

歳、負担が生まれるというお話がありました。こ

の制度、非常に大変な制度で、負担がないよう求

めてきたものですが、結果的にこういうことにな
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ったということで、私たちもこの障害者の問題、

しっかりと介護の問題とあわせてサポートする必

要があると捉えています。 

  そのためにも、ぜひ那須塩原市は前向きな対応

を検討するよう求めて、私の一般質問をこれで終

わりたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 以上で、18番、髙久好一

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時５７分 

 

再開 午後 ３時０７分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 松 田 寛 人 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、14番、松田寛人議

員。 

○１４番（松田寛人議員） 最後の質問になります。

私も３年ぶりの質問ですので、諸事情がありまし

てなかなかできなかったものですから、今回はち

ょっとやらせていただこうかなと思っております

ので、ぜひともよろしくお願いいたします。 

  それでは、市政一般質問通告書に基づき質問さ

せていただきたいと思います。 

  一番最初です。１、地方創生のための教育につ

いてでございます。 

  地方創生のキーワードである「まち・ひと・し

ごと」の創生といった言葉を持ち出すまでもなく、

本市において、そこで活躍する「ひと」（人材）

を育成、確保していくことは最重要課題である。

自分たちの「まち」を主体的につくり上げていく

のも「ひと」であれば、そこでの仕事を通して地

域発の価値をつくり上げていくものも最終的には

「ひと」である。こうした意味において、地方創

生の基盤には、何よりも各地方において人を育て

る教育という営みが重要であることは論を待たな

い。 

  ところが、こと学校教育に関していえば、地方

部においてそれは地域の活性化を担う人材の育成、

輩出といった機能のみならず、同時に少なからず

人を地方から流出させる機能を担ってきた。この

機能は、地域間の教育機関の偏在を主な背景とし

て顕在化する。 

  主としては、高等学校卒業後、大学を初めとす

る高等教育機関への進学に伴う都市部への移動と

して表面化することになる。大学進学率はここ十

数年ほど上昇ないし高どまりの傾向にあり、地域

によってばらつきがあるものの、全国で見れば高

校卒業者のおよそ半数がこうした進路選択の局面

に対峙していることとなることから、上記で述べ

たジレンマに対してどのように考え、判断するか

といったことが、そのまま地方創生にとっての教

育をどう位置づけ、どう行動するかを左右すると

考えられる。 

  そこで、本市では、先ほど触れたような教育と

地域移動の関連や、教育環境全般と地域との関連

性をどのように考えているのか、以下について伺

います。 

  ⑴本市の小中学校において、地域を理解し、愛

着を持つ人材の育成について伺います。また、職

場体験活動などのキャリア教育などの教育につい

て伺います。 

  ⑵本市の学校において、社会課題に対する深い

教養を身につけ、国際的に活躍するグローバル・

リーダー及び科学技術関係人材の育成や意識調査
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等を実施しているのか伺います。 

  ⑶本市の学校において、将来地域で活躍する人

材の育成等の実施をしているのか伺います。 

  ⑷本市の高等学校卒業後の地元就職率を伺いま

す。 

  ⑸本市での大学進学率について伺います。また、

地元大学への進学率についても伺います。 

  ⑹大学生Ｕターン・地元就職に関する調査等を

実施しているか伺います。 

  ⑺都市部への人口一極集中が叫ばれております。

日本の人口は2015年に初めて減少に転じています

が、一方で東京を初めとする首都圏への人口一極

集中傾向は近年変わらず続いていることが明らか

になっております。地方から都心への人口流出を

食いとめるために各地方がいろいろ対策を考えて

いる現状ですが、その対策の一環として今後の具

体的な取り組みを伺います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、１の地方創生

のための教育についてのご質問ですが、私のほう

から⑴から⑹までお答えをさせていただきたいと

思います。 

  初めに、⑴の地域を理解し、愛着を持つ人材の

育成及び職場体験活動などのキャリア教育につい

てお答えをいたします。 

  本市が目指す子ども像は、「楽しさいっぱい、

夢いっぱい、ふるさと大好き、那須塩原っ子」で

ありまして、まさに地域に愛着を持てる子どもた

ちの育成を目指しております。そのために、小学

校低学年では生活科の授業でそれぞれの学校周辺

について調べる学習を実施しており、３年生以上

では社会科や総合的な学習の時間におきまして、

地域を知る学習に取り組んでおります。 

  また、「那須塩原わくわくふるさとラーニング」

という名称のふるさと学習を推進し、その成果を

学校のホームページや「なすしおばら学び博覧会」

において地域に発信をしております。 

  中学校では、さまざまな教育活動におきまして、

それぞれの地域課題に対し、自分たちなりの解決

策を考える学習を行っているところであります。

特に、中学２年生におきましては、キャリア教育

の一環として、地域における人とのかかわりを主

とした社会体験活動を通して、社会の一員として

の資質を高めながら社会力の向上を目指す「マ

イ・チャレンジ活動」を全ての学校において実施

をしているところであります。 

  次に、⑵の社会課題に対する深い教養を身につ

け、国際的に活躍するグローバルリーダー等の育

成についてお答えをいたします。 

  本市では、中学生海外派遣研修事業に参加した

中学生・高校生を対象に、国際化の進展する社会

で活躍できるすぐれた指導力を兼ね備えたリーダ

ーを育成するために、グローバルリーダー養成講

座、これを昨年度から始めたところであります。

昨年度は研修会を２回行い、世界的に活躍してい

る外部講師による講話や演習などを行ったところ

でございます。 

  また、平成27年度から希望する学校を対象に、

「論理的思考力向上プロジェクト」を実施してお

ります。これは外部から講師を招聘し、これから

迎えるグローバル社会において重要とされる論理

的思考や課題解決方法、社会心理学を取り入れた

プログラムとなっており、科学的技術関係人材の

素地をつくる事業ともなっております。 

  なお、ご質問のありました意識調査等につきま

しては、実施をしておりません。 

  次に、⑶の将来地域で活躍する人材の育成等の
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実施についてお答えをいたします。 

  先ほどもお答えいたしましたけれども、本市に

おいては、目指す子ども像にあるとおり、地域に

愛着を持つ児童生徒の育成に努めているところで

あります。小学校６年生で洋上北海道学習に参加

した児童や中学校２年生で海外派遣研修に参加し

た生徒は、自分のふるさとをほかと比べることに

より、那須塩原市のよさに改めて気づいたといっ

た感想を述べています。 

  今後取り組む地域学校協働本部事業においても、

地域におけるさまざまな人とのかかわりの中で、

子どもたちの自己有用感や地域理解、地域への愛

着を高める活動など、さまざまな教育活動を通じ

て、育まれる地域を思う強い気持ちを将来にわた

って持ち続け、地域で活躍できる人材育成に結び

つくよう、今後も努力してまいりたいと思います。 

  次に、⑷の本市の高等学校卒業後の就職率、⑸

の大学進学率及び⑹の大学生Ｕターン・地元就職

に関する調査等の実施につきましては、関連がご

ざいますので一括してお答えをさせていただきま

す。 

  栃木県のホームページに掲載されております平

成29年度の学校基本調査の結果速報に基づきます

と、昨年度末に市内の高等学校を卒業した生徒の

就職率は30.0％、大学進学率は38.6％ということ

でございました。 

  なお、地元での就職率及び地元大学への進学率

につきましては、同調査において集計されたデー

タがないために把握することができておりません。 

  また、大学生Ｕターン・地元就職に関する調査

等につきましては、市またはハローワークを所管

します栃木労働局におきましても、実施をしてい

ないというようなことでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 私のほうからは⑺につい

てお答え申し上げます。 

  地方から都市への人口流出を食いとめるための

対策として、今後の具体的な取り組みについてで

ございますが、本市では、これまで那須塩原市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、定住促

進に取り組んでいるところであり、今後につきま

しても、市内立地企業への支援、出会いから結婚

までの支援、小中一貫教育の充実、戦略的なシテ

ィプロモーションの推進など総合戦略の重点施策

の着実な推進により、人口流出を食いとめるとと

もに定住促進に取り組んでまいります。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） ３年ぶりですので、結

構突っかかりながら読んでしまったところ、大変

申しわけございません。次は、自分が考えたこと

を申し述べられますので、そんなに突っかからな

いでちょっと話ができるのかなと思っております。 

  先ほど来、教育長また企画部長にいろいろお話

を聞かせていただきました。先ほど教育長の話に

よりますと、那須塩原市は本当にいい教育をして

いるんだなと常々関心をしております。私もこう

見えても、以前高林中学校に教育実習生として行

かせていただきまして、ある人から、お前が先生

にならなくてよかったななんて言われた部分もあ

りますけれども、こうして議員でやらせていただ

いております。大変申しわけございません。 

  当時、なかなか先生方大変だなと、今の話を聞

いていますと、私がその教育実習に行っていたと

きよりも多分数倍やることが多くなっているんじ

ゃないかなと。頭が混乱するような形で、今の先

生方、本当に大変なんじゃないかなと思います。

そのようなことがありました。 

  さて、先ほど来、教育のことは私のほうから述

べることはありません。教育に関してはいろいろ
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な議員の人たちが、プロフェッショナルな人たち

がおりますので、私のほうからは、その人口の流

出、私も都内の大学に行かせていただきました。

私は帰ってきて、今ここで話をさせていただいて

おりますけれども、そうじゃない方も私の同級生

等々たくさんおります。本当は帰ってきたいんだ

けれども、東京のほう、また違う都道府県に行っ

て、そこで家庭を築いてしまったというところも

ありますでしょうけれども、そういう部分では、

何かこの那須塩原市でいい案があれば一番いいの

かなと思っております。 

  先ほど来、地方創生、人口が2040年、どこかの

町、市町村がなくなるなんて調査がありまして、

最近は那須塩原市にどこからか人を呼んでこなく

ちゃいけない等々話が出ておりますけれども、本

来求めているところはそこなのかなと私いつも考

えておりました。人をどこからか集めるというこ

とは、日本全国から見た場合には、ただ人が移動

している、根本的な解決にはならないのかなと。

まずは自分の町の人口流出、基本的なものをどう

考えていくかというところがまずは最初なんでは

なかろうかと、いつも私は考えております。それ

で今回、こういう質問をさせていただきました。

先ほど来、教育長、企画部長にも話をいただきま

した。きょうはそんなに再質問という形ではなく、

３年間余りしゃべっていなかったものですから、

自分の持論を少し話させていただきたいなと思っ

ております。 

  先ほど来、地方部においては、学校教育段階の

若年層に教育を投資という形でとっていいのかあ

れなんですけれども、地方部においては学校教育

段階の若年層に教育投資を行い、その結果、個人

がさらなる学校教育の機会を得ようという意欲が

喚起されるほど、地方からの人材の流出が起きて

しまうというジレンマがあります。いい教育をし

て、いい教育をするということは、やはりもっと

知りたい、もっと自分が学びたいというものがあ

ると私は思っております。 

  かつて、これは私が秘書時代なんですけれども、

よく中央のほうに出向きまして、省庁関係のお役

所の方と話す機会が何度かありました。かつて公

設の予備校機能を果たした専攻科というのがあっ

たそうです、僕はよくわからないですけれども。

設立過程を分析したという分析があるそうです。

かつて地方部から都市部に流出したいわゆるエリ

ート層は、優秀な若者を中央省庁や大企業へ送り

込み、補助金や企業融資といった形で地元に還元

させる、中央官庁と地元をつなぐパイプ役として

の使命が与えられていたというのを私は聞いたこ

とあるんです。今は、那須塩原市、国、県、市の

パイプがつながっておりますから、そういうこと

はないのかなと思いますけれども、以前はそうい

うことがあったそうでございます。それが実態で

あれば、地方部が、私たち地方です、人材をほか

の地域に流出させても教育に投資する１つの理由

があったんだとそこには思っております。もちろ

ん全ての学校教育には、先ほどのエピソードのよ

うなエリート層の育成のためにあるわけではない

んですけれども、大学進学を唯一の目的にしてい

るわけでもない、さらに、かつてのような利益誘

導型のエリートを輩出するという目的を自治体が

今考えているということは現代においては困難で

あると私は思っております。 

  一方で、冒頭で述べたように、大学等への進学

者は全国的に見ても同学年の半数に達しておりま

す。一部の課題として無視することはできない規

模となっております。 

  また、各地域の18歳、人口のうち平均で２割強

が地元に戻らないという推計を踏まえると、現代

においては地方にとって教育の目的をどのように
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定義していくかが今後重要ではないかなと私自身

は思っております。 

  こういう言い方は適切なのかわかりませんけれ

ども、私たち地域社会にとって教育の便益、教育

には私的な便益があります。個人の獲得賞金やあ

とは、生活の向上に加えて、また社会全体に対す

る公的な便益、治安の改善や文化の継承、そうい

うものにとって、社会的な投資はそのときには正

当化をされていたような気がします。 

  地方における学校教育は、義務教育費国庫負担

制度によってある程度は賄っております。それゆ

え、国としてもこの便益に向上し、ある程度ちゃ

んとした人材をつくらなきゃいけないという国策

であったと私は思っております。現に、その実技

の高い成人で補ったことはあったと思います。 

  一方で、地方創生という今、時勢の動きが、こ

れまでに述べてきた教育と地域移動の現状を踏ま

えて考えると、各地域では教育投資に対する地域

社会にとっての便益は何か。いわゆる僕ら小学校

から中学校、いろんな教育をさせていただきまし

た。それによって、東京へ就職して、東京で、東

京だけではないんですけれども、地方から都会へ

行って、都会で家族、家庭を持って、そこで税金

を納めているということに関しては、少し考えな

くてはいけないのかなと私自身は思っております。

それは改めてやはり検討していく必要があるんで

はないかなと思っております。 

  まず、人口流出を出発点として考えるというこ

とでございます。先ほど述べたように、人口流出

イコール、それが望ましくないこととして、それ

を抑止する考え方が必要であることを主張してき

たんですけれども、言いかえれば、一定程度の人

口流出を前提としたとき、いかにして流出した人

材から便益を得ることができるか。また、そのた

めに地域と人が離れてもつながり続ける仕組みを

いかにつくるかという論点で、今後考えていった

らいいんではないかと思っております。 

  例えるならば、水槽に空いている穴をいかにし

て埋めるかということだけではなくて、流れた水

を拡散させることなく、いかにしてこの那須塩原

市に循環させるかという形にもう少し転換をして

いきたいと思う考え方でございます。 

  そもそも人はなぜほかの地域で学びたいのか。

人それぞれありますけれども、市として考えられ

るのは、地域内で、那須塩原市ですよね、それは

栃木県でもありますけれども。地域内で得られな

い学びや経験の機会を得ることができると考える

ところでございます。 

  このような前提に立つとすれば、地域外に学び

の機会を求めて流出していったものは、これまで

の地域にはない、不足しているとも言うんでしょ

うか、能力、知見、発想を会得した人材と捉える

ことも可能ではないか。要するに、いろんな経験、

またいろんな知識を持った人が外に出て行った、

それを戻して、またこの地域で何か役立つような

方法をとれないのかという考え方でございます。 

  これまで述べてきた地方部での教育投資が都市

部で回収されることへのやはり問題意識というの

が少なからずあると私は思っております。 

  しかし、このような考え方に立てば、逆に都市

部での教育投資を地方部で、先ほど申しました地

方部で回収するという可能性も期待できるのでは

ないでしょうか。実際にこのような発想に立ち、

都市部での経験を武者修行として捉え、その結果

を地域へ還元させるための挑戦が見られるように

なっております。 

  例えば、富山県氷見市でございますが、氷見市

もうちと同じです。まち・ひと・しごと創生総合

戦略をつくりまして、武者修行的発想、どういう

ことかといいますと、「若者よ、大海へ、そして
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いつか氷見へ」、大学のない氷見市、高校を卒業

した若者が大学進学のために都会へ出ていく、そ

の背中を見るのはいつだって悲しいことです。 

○議長（君島一郎議員） 松田寛人議員に申し上げ

ます。 

  本席は一般質問でありますので、個人の意見の

みに終始することは望ましくないと思われます。

発言に工夫されることを求めます。 

  加えまして、本市議会会議規則55条第１項に、

発言は全て簡明にすると定められておりますので、

簡明にして、そして意見のみに終始することのな

いように工夫をお願い申し上げます。 

  14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） すみません。今、氷見

の話をさせていただきました。最後に帰っていた

だきたい、定置網のような存在であり続けたいと

いう氷見のやり方でございます。 

  これは、氷見市と鹿児島県の長島町、この２つ

の町で同じ状態で実施しているところなんですけ

れども、慶応大学のＳＦＣ研究所、社会イノベー

ション・ラボというところが、何か制度設計を検

討しているということでございます。その名前は

「ぶり奨学プログラム」というプログラムをつく

ったそうです。実際、那須塩原市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略、つくっております。このよう

な形、そのような形を当てはまったようなものと

いうのは那須塩原市ではあるんでしょうか。見解

をお願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 氷見の例を引用されまし

て、同じような施策というものを那須塩原市で展

開しているかというようなお尋ねだったと思いま

す。 

  冒頭、議員おっしゃったとおり、我が市のま

ち・ひと・しごと創生総合戦略につきましては、

ややもすると要は移住というようなところに偏っ

たように見られておりますが、やはり流出する人

口をいかに抑えて、そして流入人口を獲得してい

くというようなところで、両方を車の両輪という

ふうに位置づけまして事業展開をしているんだと

いうようなところだけは、ご承知おきいただきた

いと思います。 

  そんな中で、今言ったようなＵターン者という

ものを出ていくときに強烈なメッセージを相手方

に伝えておいて、いずれ戻ってきてもらいたいと

いうようなところをすり込むというんですかね、

言葉が悪いかもしれませんが、そういうような施

策については、今お聞きしたということの中で、

今後そういうものをまち・ひと・しごと創生総合

戦略についても見直す機会が来ますので、そうい

うときの中で参考にさせていただきたいというふ

うに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） ありがとうございます。 

  このような形で、やはりもともとここにいて習

ったもの、またここで学習をしていったもの、ま

たほかに行って学習したもの、それをもって那須

塩原市でぜひとも活躍の場を与えて、それが本来

那須塩原市のためになるような人材であってほし

いのは、これは誰でも思う次第でございます。 

  そんな中で、今、私も大学時代、よく言う県人

会というのがありまして、ある大学のこの県の人

たちはこの県人会という会で集まって、地元話な

り何なり話をしながら酒を酌み交わすというもの

がありました。 

  実際、私が知る限りでは、そのような県人会に、

企業とか、そこには県人会ですから、栃木県なら

栃木県の社長さん、もしくはそういうようなグル

ープに属している人たちも参加をされておりまし
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た。行政の方が参加しているかというのは、その

当時、僕はよくわかりませんでしたけれども、実

際そういった県人会等々、那須塩原市では参加し

たり、何かアクションをしているというものはあ

るんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 県人会的なものというよ

うなお尋ねでございますが、本市の場合はふるさ

と応援隊というような制度を創設しておりまして、

本市出身で東京圏に出ていらっしゃる方で私ども

の趣旨に賛同している方に集まっていただいて、

ふるさと応援隊というものを編成しまして、その

人らの日常の活動の中で本市のＰＲというものを

お願いしているということでございます。 

  ちょっと人数的なところでお答え申し上げたい

んですが、ちょっと数字的なところで誤差があっ

てもしようがないので、そこはちょっと控えさせ

ていただきたいと思いますが、約100名内外だっ

たかなというふうに思います。訂正があるときは

後ほど訂正させていただきたいと思います。 

  そういうことで、最低でも市長が東京に出向く、

あるいは応援隊の皆さんにこちらに来てもらうと

いうようなところの中で、年１回、交流会という

形でいろんなふるさとのよもやま話をさせていた

だいているというような実態がございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） 私、初めてお聞きをさ

せていただきました。ふるさと応援隊でございま

すね。県人会みたいなものだという話で聞かせて

いただきました。100名いくかいかないかという

ことなんでしょうけれども、ありがとうございま

す。 

  いろんな県人会があります。やはり栃木県だけ

でもなく、長崎県の僕の知り合いですとネオ県人

会とか何かそういう会をつくって、ネオ県人会の

チームと長崎県の自分たちの地区といつも連絡を

取り合って、東京に来た場合にはよく会いながら、

酒を酌み交わす。また、何かいい企業の話、また

いろんなおもしろい話、そういうものも意見交換

としてやっているという話は聞いたことがありま

す。 

  そんなことから、何か地元に還元できないかと

いう考えを持っている、こちらに住んでいなくて

も、都会に住んでいる方、今回も寄附をしていた

だきます、毎年毎年寄附をいただいている東京の

方、多分ここの出身だと思うんですけれども、寄

附をしていただく方おりますけれども、そういう

方といっそまた違った形で接点を持っていただき

まして、もっと那須塩原市のためになるような話

がそこで出る可能性もなきにしもあらずなのかな

と思っております。 

  ただ、そんなことを言いましても、帰っていた

だくことが一番うれしいことでございますが、先

ほど申したように帰れない方はたくさんおります。

その帰れない方とどう今後接点を持って、これは

県人会ではなくて、県人会に全てが来ているか来

ていないか、それは私もわかりませんけれども、

どうこの地域に住んでいた人たちとどう接点を持

っていくか。それによって、向こうに流出してい

った方とどう接点を持って、どのような集まりを

持って、また協働ができる部分があるのか、そう

いうものをどう捉えて考えていくのか。それをも

う一度、ネットワークのつくり方ですよね、その

ネットワークのつくり方、もし考えがあればお聞

かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 松田議員さんから地方の人材
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の流出、それをどうやったら食いとめられるのか

というようなお話であろうかと思います。 

  先ほど企画部長のほうからふるさと応援隊とい

う組織があるというお話を申し上げましたが、そ

のほかにも今後、私どものほうの大使、そういっ

たものをちょっと選任をしたいなという思いもご

ざいますし、那須塩原市の魅力、この那須塩原市

に魅力がなければ、ここに定住している方もどん

どん出ていってしまうというふうなおそれもある

わけです。こういったものについては、我々もや

はりこの那須塩原市の独自の魅力をもっともっと

磨きをかけ、そしてここにお住まいの方々がこの

市に愛着を持っていただくような行政をしていか

なければならないと思っております。 

  そういった中で、これから、これはいろいろな

方法があろうかと思います。地方創生というふう

なものに取り組んでから４年が経過をしておりま

す。これは地方の都市のやはり競争ということで

あります。この競争に打ち勝つためには、この那

須塩原市の力をもっとつけなければならないとい

うふうな状況にあるわけでございますので、こう

いったものについては、これからも我々執行者側、

そして議会の皆さんと手を携えて魅力をどんどん

つくっていって、これを全国に向けて発信をして

いくと、人口の流出、そういったものを抑えてい

くということで取り組んでいかなければならない

と思っております。 

  いろいろな手法はあろうかと思います。これか

らもやはりそういったものに関しては、いろいろ

な形で皆さんと一緒になって検討をしながら対応

できればと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） 市長の答弁であります

ように、いろんな手法があります。確かにたくさ

んあると思います。本市がどのようにそのものを

使って、どういうものでいくか、いろんな手法が

あるので、これが一番いいという手法はないと思

っております。やみくもに鉄砲を撃ってそれが当

たればいいやということでも、またないのかなと

思っております。実際、調べるところは調べ、分

析するところは分析し、何が一番端的で、一番皆

さんがこの地に戻ってきていただけるのかという

ことを今後、執行部ともども、私たち議会ともど

も、考えていきたいと思っております。 

  高林のことで申しわけございませんけれども、

高林行政区に箕輪地区という地区がありまして、

きょう後ろのほうに来ております。ここの地区は、

８割、９割、長男の人たちが必ず実家、自分の家

に戻ってくる。これは大変珍しい、私もいろんな

ところを見ておりますけれども、自分のところも

そうだよというところもあるかもしれません。僕

が知っているところだと、その地区は本当に帰っ

てくる率が本当に高い地区がございます。僕も長

年高林に住んでおりまして、それを見続けており

ますけれども、何が原因で、原因はないでしょう

か、帰ってきやすい、帰って来なくちゃいけない

のか、そんなの当たり前だろと言われて育てられ

ているのか、それは私もわかりませんけれども、

何かそこにはあるんだろうなと思っております。

今後、私も見ていきたいなと思っております。 

  今後、ほかから呼ぶ政策もありますけれども、

流出しない、那須塩原市から流出させない、そん

な政策も今後考えていってもらいたいと思ってお

ります。 

  以上でこの項の質問を終了させていただきたい

と思います。 

  次に、２番でございます。 

  ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナ

ーシップ）公民連携について。 

  ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシ
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アチブ）とは、公共施設等の設計、建設、維持管

理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公

共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率

的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという

考え方でございます。 

  サッチャー政権以降のイギリスで「小さな政府」

への取り組みの中から、公共サービスの提供に民

間の資金やノウハウを活用しようとする考え方と

して、ＰＦＩは1992年に導入されました。 

  ＰＦＩの考え方は英国で生まれた構想でありま

すが、これに類似した公共事業分野への民間参画

の取り組みは世界各国においても行われており、

ＰＦＩは小さな政府や民営化等行財政改革の流れ

の一つとして捉えられているもので、ＶＦＭ（バ

リュー・フォー・マネー）はＰＦＩの基本原則で

ございます。 

  ＰＦＩは、過去に日本国内では、ほとんど例の

なかった本格的なプロジェクトファイナンス導入

へもつながるものと期待をされております。ただ

し、ＰＦＩ事業は幅広い分野で検討されるべきも

のであり、ＰＦＩの手法の適用しやすい分野から

導入を進めていくことが望ましいことから、市の

考えを伺います。 

  ⑴ＰＦＩ事業について考えを伺います。 

  ⑵今後の社会資本整備について民間資金の投資

を促し活用する考えがあるか伺います。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 松田寛人議員のＰＰＰ（パブ

リック・プライベート・パートナーシップ）につ

いてお答えをいたします。 

  初めに、⑴のＰＦＩ事業への考え方についてお

答えをいたします。 

  ＰＦＩ事業は、官民が連携して公共サービスの

提供を行うＰＰＰの代表的な事業手法の一つでご

ざいます。低廉かつ良質な公共サービスが提供さ

れること、公共サービスの提供における行政のか

かわり方改革につながること、民間の事業機会を

創出することを通じ、経済の活性化に資すること

などの効果が期待できることから、導入の可能性

等について今後研究を進めてまいりたいと考えて

おります。 

  次に、⑵の今後の社会資本整備について民間資

金の投資を促し、活用する考えがあるかについて

お答えをいたします。 

  社会資本整備を進めるに当たっては、ＰＰＰの

考え方に基づき、民間資金の活用を検討すること

は十分に意義があることから、民間企業にとって

資金提供のメリットを感じられるようなケースが

生じた場合には、その手法も十分に吟味しながら

民間資金の活用を考えてまいりたいと思っており

ます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） 今、市長から説明があ

りました。 

  これは、大変難しいと言われております。松田

寛人、おまえ、本当にわかっているのかと多分言

われることがあるかと思います。わかりません。

なぜならば、このＰＦＩ、いわば民間の手法とし

てやるということなので、民間の人たちはいつも、

毎回毎回、どういうものがいいのか悪いのかを模

索しながら一般企業の人たちはやっております。

ですから、このＰＦＩに関しては、毎年政府機関

が今、現状はこういうことだということで、常日

ごろ、どんどんこのＰＦＩに関しては変わってい

くのが、私は当然だと思っております。毎回同じ

ことをやっていたならば、普通は企業は倒産をし

てしまいますので、変わっていくのは当たり前。
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ですから、実際本当にわかっているのかと言えば、

わかりません。ただ、今回このＰＦＩをテーマと

させていただきました。以前にも多分、吉成議員

がやっていたのだと思います。 

  今回は、ＰＦＩを使ってこの事業を何でやらな

いのかとか、あれはどうなんだとかという質問は

することはございません。実際、本来このＰＦＩ

というのは何なんだ、どういうことなんだよとい

うのも、一般的にやはりわからない人たちもある

のかなと思いまして、少しかみ砕いた言い方をし

まして、再質問をさせていただければなと思って

おります。 

  はっきり言えば、先ほども言いましたとおり民

間資金の活用と言えます。民間の、先ほど市長の

答弁にありますように、資金、また人材、ノウハ

ウ、それをよりよい公共サービスを提供するとい

う制度でございます。これ法案で通っております

ので、そういう形で、簡単に言えば、あそこに橋

をかけていただきたいという住民の方がおります。

今までの公共事業だと、じゃわかりましたと、じ

ゃ川を渡りたいならば、じゃそこに橋をつくりま

しょうといいまして、まずその橋をかける建設会

社に、要するに民間会社に橋の建設を頼んで、そ

こに税金を投入して、それで橋ができるという、

もっといろいろやり方はあるんですけれども、簡

単に言えばそんな感じでございます。 

  ＰＦＩということに関すれば、先ほど申したよ

うに、民間企業が自己資金で橋をかけて、橋がで

きたら交通料をもらって、それでここの市として

のお金は使わないという、ちょっと簡単な言い方

なんですけれども、簡単な言い方をすればそのよ

うな形なのかなと思っております。 

  今後、第２次総合計画が那須塩原市もスタート

をいたしました。昨日、中里議員が公共施設等総

合管理計画という形で質問をいたしました。国も

25年インフラの長寿命化計画を打ち出しまして、

那須塩原市もことし３月から30年の計画を策定し

たところでございます。今後、インフラ試算も10

年間、約３億円ほど、40年間で130億ぐらいのお

金がかかるというところでございます。 

  インフラ長寿命化計画、そもそも発端は、皆さ

んご存じかと思いますけれども、笹子トンネルの

天井の転落、落下事故ではないでしょうか。2012

年に起こった事故でございます。９名が死亡して

おります。そのときに全国のそういった公共物、

公共施設、現在どういうふうになっているかとい

うことで国交省が一斉に取りかかったという経緯

がございます。その経緯についていろいろござい

ますけれども、普通に耐用年数を考えれば、その

時期に大体維持管理をやらなければいけない、補

修をしなければいけないというのは普通は計算で

は出てくるんですけれども、いかんせん事故の大

きさが物語っているように、その後いろんなトン

ネル等々の落下物事故等々が頻発に、だんだん多

くなってまいりました。 

  いろいろな部分で、この先ほど言ったＰＦＩで

ございますけれども、要するに公共事業としてど

のような活用法をしていくのか。今後またいろん

な指定管理者制度というものもありますけれども、

また違った形で、今後、特に政府が求めているア

クションプランの中では上下水道運営権制度と、

収益施設の併用・活用、複数施設の改修や維持管

理費の包括的契約などが例示をされております。 

  例えば、上水道は維持修繕、更新が今後大変な

ことになってくると思いますけれども、上水道も

大変ことになっておりますけれども、また下水道

も並行して維持管理等々もだんだん大変になって

おりますが、それについてＰＦＩは本市として有

効か、そうではないか、意見を聞かせていただき

たいと思います。 
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○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 議員のほうから、ＰＦＩ

手法についての有効性ということでのお尋ねがあ

りました。私のほうからは総論的なちょっとお話

をさせていただきたいと思います。 

  ＰＦＩ事業につきましては、民間事業者が参入

してくるということがございますので、想定する

プロジェクトにおいて、コスト面でのメリットが

生ずる場合に、初めて実現の最低条件がそろうん

だなというふうに認識しております。実際には、

コスト面でのメリットが生じることができるプロ

ジェクトがあるのかないのかといったことが大き

な問題になるのかなというふうに認識しておりま

す。 

  このことから、ＰＦＩ事業につきましては、ま

ずもって、本市において導入可能なプロジェクト

があるかないか、そういったところから今後の研

究課題とさせていただければというふうに思って

おります。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） わかりました。 

  使えるところは使える、使えないものは使えな

い、いいとこ取り、いいとこ取りと言ったら失礼

かもしれませんけれども、いいものはいいものと

して取り組んでいっていただきたいと思っており

ます。 

  再質問を行います。 

  ＰＦＩの中には、収益施設の併設、その活用で

事業の収入を上げ、公共施設の維持、更新に充て

ていこうという手法もあります。このような考え

方は理解をしていただいておりますでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 既存施設に収益施設を併

設する、あるいはそれを活用することによって、

利用料金あるいは事業収益といったものを上げま

して、その費用を運営費の全部、あるいは一部に

充てるというような考え方だというふうに認識し

ております。 

  本市における実際の例ということになりますと、

余り大きなものではないかもしれませんが、太陽

光発電事業者への公共施設の屋根貸事業なんてい

うものを現実的にやっているというような実態が

ございます。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） そのような実態がある

ということも今わかった上で、そのような形で、

今後那須塩原市も新庁舎を建設予定ということで、

市長のほうから報告がございました。 

  先ほどのものを踏まえて、今度の新しい新庁舎

に向けて、先ほどの手法というものが取り入れら

れる考えがあるのでしょうか。ちょっとご意見を

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 那須塩原駅西口周辺に整備を

ということで考えております。新しい庁舎の建設

に際し、ＰＦＩという手法を取り入れるか否かと

いうことでございますが、私どものほうの考え方、

そして事業者との考え方、いろいろあろうかと思

います。事業者にとってはメリットがなければこ

の手法では絶対に入札はしてこないと私は思って

おりますので、その辺のところは十分にこれから

検討をして、新しい庁舎の建設の手法に向けた検

討を進めてまいりたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 14番、松田寛人議員。 

○１４番（松田寛人議員） ありがとうございます。 

  全てＰＦＩがいいということは私は論じてはお

りません。いいところはいいところで、本市で使
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えるものは使っていきたいという考え方で私はい

いと思います。 

  今後、県の総合体育施設というんですか、新し

くできる施設にもＰＦＩを導入して建設を行って

いくという新聞の報道もございました。つい最近

では、矢板のフットボール、サッカー場ですか、

それもＰＦＩを導入したけれども、矢板市さんは

ちょっとニュアンスが違かったのかなという報道

を聞いております。 

  今後、別にＰＦＩということではなくて、この

ＰＦＩが持っている活用の仕方をもう少し、私も

そうですけれども、皆さんとともに少し、どのよ

うなものがいいのか悪いのかというものをしっか

り考えて、いいものは使っていく、どんどん取り

入れていく、そういうものを今後、図っていきた

いなと思っております。 

  最後になりますが、３年ぶりということで議長

にも迷惑かけまして、ちょっと話の仕方が二転三

転いたしまして、大変申しわけございません。今

後またいろんな形でこの那須塩原市が前向きに、

前向きには行っているんですけれども、すばらし

い市になるよう私どもも努力してまいりますので、

協力できる部分は協力する、いいところはいいと

ころ、それを今後考えていきたいと思います。 

  こんな拙い最後でございますけれども、私の一

般質問とさせていただきます。ご清聴ありがとう

ございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で、14番、松田寛人

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了しました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

 

散会 午後 ４時０３分 

 


